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長寿命住宅供給システム認定事業は、一般財団法人ベターリビング（以下「財団」とい

う。）が長寿命住宅としてとして登録した住宅の所有者の現在及び将来に渡る住生活の水

準並びに登録住宅の価値向上を目指すことを目的とした事業です。事業の主な内容は次の

通りです。 

１．長寿命住宅供給システムの認定 

一定の要件を満たす住宅供給事業者の住宅供給システムを財団が長寿命住宅供給シ

ステムとして認定することにより、住宅供給事業者が一定の品質及び信頼性を有した長

寿命住宅を供給し、維持保全等のアフターフォロー体制を構築してこれを持続させる環

境を整備します。 

２． 長寿命住宅の登録及び維持保全の確認 

長寿命住宅供給システムの認定を受けた住宅供給事業者（以下「認定事業者」という。）

が供給する住宅の内、一定の要件に適合する住宅を財団が長寿命住宅として登録すると

ともに、認定事業者及び登録した住宅の所有者が行う維持保全が適切に行われたことを

定期的に確認することにより、長寿命住宅の品質及び信頼性が新築時に加え維持保全時

にも担保される環境を整備します。 

３． 苦情処理等 

財団が相談窓口としてコールセンターを設置することにより、登録住宅に生じた苦情

に適切に対応し、登録住宅の所有者の保護を図ります。 

また、長寿命住宅供給システム認定事業では、長寿命住宅供給システムにより住宅を供

給する事業者が満たすべき基準（以下「長寿命住宅供給システム認定基準」という。）と

認定事業者が長寿命住宅供給システムにより供給する住宅が満たすべき基準（以下「長寿

命住宅登録基準」という。）を定めています。主な要件は次の通りです。 

長寿命住宅供給システム認定基準 

１） 長寿命住宅供給システムにより住宅供給・維持保全等を実施する体制が整備さ

れていること（別に定める業務品質基準による。）。 

２） 中小の建設事業者であること。 

３） 一定の供給実績を有していること。 

４） 事業の会計状況が適切であること。 

５） 事業を実施する上で必要な法令上の許可・登録を行っていること。 

長寿命住宅登録基準 

１） 設計品質の確保のために長期優良住宅の認定を受けたものであること。 

２） 施工品質の確保のために工事工程内での社内検査を実施すると共に、建設住宅

性能評価を受けたものであること。 

３） 維持保全計画に基づく点検等を実施し、維持保全の確実性を担保するために財

団が定期的に行う維持保全の確認を受けること。 

４） 設計図書等の書類及び点検等の記録を蓄積し、保管すること。 
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 長寿命住宅供給システムの認定を受けようとする住宅供給事業者は、長寿命住宅供給シ

ステム認定規程（以下「規程」という。）第８条第１項の規定に基ついて財団に認定申請を

行うこととなります。審査の結果、財団は、長寿命住宅供給システム認定基準に適合する

ことが確認された申請事業者へ長寿命住宅供給システム認定書を交付します。 

 長寿命住宅供給システム認定の有効期限は３年間です。また、その有効期限内において

認定の維持の確認を毎年受けることとなります。更に、認定の更新を行おうとする認定事

業者は、認定の有効期限内の所定の時期に認定の更新審査を受けることとなります。 

認定の維持の確認及び認定の更新のいずれも、審査の時期が近付くと財団から審査実施

通知書が届きますので、その時点で受審の準備をしていただくこととなります。 

 

認定年度から３年後認定年度の翌々年認定年度の翌年認定年度

長寿命住宅
供給システム認定

認定の維持の確認
（サーベイランス）

認定の維持の確認
（サーベイランス）

認定の更新

事
業
者

ベ
タ
ー
リ
ビ
ン
グ

同左

申請
書類

認定書

審査

• 業務品質基準を
満たしているこ
と。

• 中小企業者のう
ち建設業を営む
者であること

• 元請けとして新築
住宅の施工実績
を有すること

• 財務状況が適切
であること

• 建設業法の許可
を得ていること

確認票
認定維持
確認書

審査

• 認定の要件に
関する変更の有
無

• 認定を受けた社
内規格に基づく
事業の実施の
確認（任意抽
出）

• 顧客からの苦情
の内容及びその
処置

申請
書類

更新
認定書

審査

新規の認定審査と
同様の要件
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長寿命住宅供給システム認定基準 

認定の申請を行う場合には、次の長寿命住宅供給システム認定基準の各要件に適合する

ことをご確認ください。 

① 業務担当等、設計業務、施工業務、アフターフォロー等業務、苦情処理に関する体制が整備され

ていることについて、業務品質基準を満たしていること。 

② 中小企業基本法第２条各号に定める中小企業者のうち建設業を営む者であること。 

③ 申請日の属する会計年度の前年度及び前々年度に元請けとして新築住宅の施工実績を有してい

ること。 

④ 申請日の属する会計年度の前年度及び前々年度の事業収支において、欠損がないこと等、財務状

況が適切であること。 

⑤ 建設業法第３条に定める建設工事業の許可を得ていること。また、設計業務を実施している場合

は、建築士法第２３条に定める建築士事務所として登録されていること。 



　認定の概要
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認定の要件は、長寿命住宅供給システム認定規程第６条第１項各号に定められています。

当該規程は、次の URL のホームページでご確認ください。 

http://www.cbl.or.jp/longlife-nintei/kitei 

業務品質基準 

１．業務担当等 

①設計、施工、アフターフォロー、苦情処理等の業務担当が明確にされていること。 

②設計から施工、施工から定期点検等の各業務間の情報伝達及び情報交換のためのルールが定めら

れ、ルールに従って適切に情報伝達及び情報交換が行われること。 

２．設計業務 

設計業務を事業者が自ら行う場合、以下の方法で実施されていること。設計業務を事業者が自ら

行わない場合、設計業務を以下の方法で実施していることが確認されていること。 

① 設計図書の作成において、長期優良住宅普及促進法第２条第４項に定める「長期使用構造等」

に規定する性能（以下「長期使用構造等の性能」という。）を確保するために明確になっている仕

様書等を有しており、これを活用して設計図書の作成が行われること。 

② 確保すべき性能及びそのレベルが明確になっていること。 

③ 設計の適切な段階において、②の内容を満たしていることが確認されていること。 

３．施工業務 

① 施工品質を担保するため、長期使用構造等の性能を確保するために明確かつ適切な施工要領書

等が定められていること。 

② 工程内での社内検査を実施する体制が整備され、社内検査が実施されていること。 

③ 施工段階で設計変更が発生した場合、変更された内容を反映して確実に施工されるルールが定

められ、ルールに従って適切に変更内容を反映した工事が行われること。 

④ 協力業者等に対する教育・指導が実施されていること。 

４．アフターフォロー等業務 

① 引き渡した住宅の維持保全の時期、項目、方法等が明確になっていること。 

② 維持保全をルールに従って実施し、その結果が記録・保管されていること。 

５．苦情処理 

① 苦情を受け付ける体制が整備されており、苦情の処置、苦情の原因把握及び原因となった設計、

施工等の各業務への再発防止処置の展開方法が定められ、適切に苦情処理及び再発防止処置が施

されていること。 

② 供給した住宅に関する苦情等が生じた場合に、その内容、処置及び再発防止策を記録・保管す

る体制が整備され、適切に苦情内容等が記録・保管されていること。 

③ 一般財団法人ベターリビングから規程第 26 条第２項に定める要請及び第 28 条第２項に定め

る指示が行われた場合の対応方法を定め、実施されていること。 
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住宅供給事業者にとって 

① 一定の品質及び信頼性を担保した住宅を供給する住宅供給事業者として

住宅購入予定者等に PR することができます。 

② 住宅性能評価や長期優良住宅認定を受けることのできる住宅を供給する

事業者として住宅購入予定者等に PR することができます。 

③ 長寿命住宅供給システム認定の標章をホームページやカタログ等の印刷物

へ掲載することができます。 

④ 企業としての社会的信頼性をより高めることができます。 

⑤ 国土交通省等が行う補助事業における住宅事業者が行う取組みとして提

案することができます。 

住宅購入者にとって 

① 一定の品質及び信頼性を担保した住宅の供給を行う事業者を選定する際

の指標となります。 

② 一定の資本・体制等を有する事業者の選定の指標となります。 

③ 長期優良住宅の工事における施工品質を担保できる能力がある事業者を

選定する際の指標となります。 

④ 長期優良住宅認定の維持保全計画に基づいて維持保全を実施する事業

者の選定の指標となります。 
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　申請書の入手方法
 

申請には、長寿命住宅供給システム認定申請書と所定の添付書類が必要となります。

次の URL のホームページにて申請書のファイルをダウンロードすることができます。 

 

 

  長寿命住宅供給システム認定制度ホームページ 

http://www.cbl.or.jp/longlife-nintei/ 
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　必要な添付書類
 

申請書に添付する以下の書類を各２部、用意します。 

添付書類一覧 

 詳細 

〈１〉申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類のコピー P10 

〈２〉申請者の法人等の従業員数が証明できる書類のコピー P11 

〈３〉決算書類一式（２期分） P12 

〈４〉建設業の許可証明書のコピー P13 

〈５〉【建築士事務所登録をしている場合】 

    建築士事務所登録証明書のコピー 

P14 

〈６〉住宅供給等事業の体制整備等に関する事項が記載された図書 

①業務分担を説明する書類 

②設計から施工、施工から定期点検等の各業務間の情報伝達及び情報

交換の方法を説明する書類 

③標準化された仕様書等 

④確保すべき性能及びそのレベルが明確になっている書類 

⑤施工要領書 

⑥社内検査体制を説明する書類 

⑦設計変更への対応方法を説明する書類 

⑧教育・指導を説明する書類 

⑨アフターフォロー（定期点検）等を説明する書類 

⑩苦情処理対応を説明する書類 

P15～ 

※ 図書は A4 又は A3 用紙で作成し、A3 用紙の場合には、A4 サイズに折って綴じ

てください。 

※ ファイルは厚紙等の表紙で、２穴ファイリング式としてください。 

※ 写真等を除いて、白黒印刷としてください。 

※ 表紙と背表紙は、次の例に従って作成してください。 
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表
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表紙
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〈１〉申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類のコピー 

 【対象となる書類の例】 

  商業登記の現在事項証明書または履歴事項証明書 

    ※法務局が発行し、印が押されたものに限る。 

    ※いずれも、申請時点で発行から３カ月以内のものに限る。 

 

▼商業登記の現在事項証明書または履歴事項証明書 

 
  

SAMPLE 
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〈２〉申請者の法人等の従業員数が証明できる書類のコピー 

 【対象となる書類の例】 

   労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書 

 

▼労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書 

 

 

  

SAMPLE 
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〈３〉決算書類一式（２期分） 

 【対象となる書類】 

①貸借対照表 

②損益計算書 

③株主資本等変動計算書 

④付属明細書 

    ※付属明細書は作成している場合に限る。 

 

   ▼貸借対照表 ▼損益計算書 

   
 

▼株主資本等変動計算書                   ▼付属明細書 

    

  

SAMPLE 

SAMPLE SAMPLE 

SAMPLE 
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〈４〉建設業の許可証明書のコピー 

 （地方整備局長または都道府県知事が発行） 

  ※有効期限が経過していないものに限る。 

     ▼建設業許可通知書 

 
  

SAMPLE 
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〈５〉建築士事務所登録証明書のコピー 

【建築士事務所登録をしている場合】 

   （都道府県知事が発行） 

    ※有効期限が経過していないものに限る。 

       ▼建築士事務所登録証明書 

 

  

SAMPLE 
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〈６〉住宅供給等事業の体制整備等に関する事項が記載された図書 

 本図書は、一定の品質及び信頼性を担保した住宅を供給し、維持保全等のアフターフォ

ロー体制を構築してこれを持続する環境が整備されていることについて、業務品質基準の

要件を満たしているかどうかを確認するためのものです。 

 

  

業務品質基準 

１．業務担当等 

①設計、施工、アフターフォロー、苦情処理等の業務担当が明確にされていること。 

②設計から施工、施工から定期点検等の各業務間の情報伝達及び情報交換のためのルールが定められ、ルー

ルに従って適切に情報伝達及び情報交換が行われること。 

２．設計業務 

設計業務を事業者が自ら行う場合、以下の方法で実施されていること。設計業務を事業者が自ら行わない

場合、設計業務を以下の方法で実施していることが確認されていること。 

① 設計図書の作成において、長期優良住宅普及促進法第２条第４項に定める「長期使用構造等」に規定す

る性能（以下「長期使用構造等の性能」という。）を確保するために明確になっている仕様書等を有してお

り、これを活用して設計図書の作成が行われること。 

② 確保すべき性能及びそのレベルが明確になっていること。 

③ 設計の適切な段階において、②の内容を満たしていることが確認されていること。 

３．施工業務 

① 施工品質を担保するため、長期使用構造等の性能を確保するために明確かつ適切な施工要領書等が定め

られていること。 

② 工程内での社内検査を実施する体制が整備され、社内検査が実施されていること。 

③ 施工段階で設計変更が発生した場合、変更された内容を反映して確実に施工されるルールが定められ、

ルールに従って適切に変更内容を反映した工事が行われること。 

④ 協力業者等に対する教育・指導が実施されていること。 

４．アフターフォロー等業務 

① 引き渡した住宅の維持保全の時期、項目、方法等が明確になっていること。 

② 維持保全をルールに従って実施し、その結果が記録・保管されていること。 

５．苦情処理 

① 苦情を受け付ける体制が整備されており、苦情の処置、苦情の原因把握及び原因となった設計、施工等

の各業務への再発防止処置の展開方法が定められ、適切に苦情処理及び再発防止処置が施されていること。 

② 供給した住宅に関する苦情等が生じた場合に、その内容、処置及び再発防止策を記録・保管する体制が

整備され、適切に苦情内容等が記録・保管されていること。 

③ 一般財団法人ベターリビングから規程第26条第２項に定める要請及び第28条第２項に定める指示が行

われた場合の対応方法を定め、実施されていること。 
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◆業務分担等 

①業務分担を説明する書類 

住宅の設計、施工及びアフターフォローまでの一連の工程を、確実にまた効率的に行

うためには、各部署や各人が行うべき業務が定められ、かつ、各人が互いの業務を十分

理解していることが不可欠である。 

物件毎の担当者指名や細かい業務指示は口頭でも可能だが、業務分担を組織規程や業

務分掌等の文書に定め、予め各人に周知することにより役割、責任の所在がより明確に

なるとともに、誰が、どの業務を行うかについて、各人が共通の認識を持ちやすくなる。 

また、事業者の規模にもよるが、これらの文書に組織図や部署と業務の関係を表した

フロー図を含めると部署間の業務上の関係がわかりやすい場合があるので、これらを含

めることが望ましい。 
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②設計から施工、施工から定期点検等の各業務間の情報伝達及び情報交換の方法を説明

する書類 

顧客は住宅に関する要求事項のすべてを明確に事業者に対して示せるものではないが、

事業者は、明示されない顧客要求事項等も都度、設計、施工、アフターフォロー業務に

適切に反映させることに努めなければならない。そのためには、顧客要求事項を確認し、

検討し、関連する各部署と調整し、情報を正しく伝達することが欠かせない。最も大事

なことは打合せ内容や決定事項が記録され、すべての参加者や関連する部門で情報が共

有化されることである。 

つまり、内部コミュニケーションの手順書、組織規程、業務分掌等の文書に、営業部

門、設計部門、施工部門、アフターフォロー部門等が行う業務の引継ぎ・情報伝達を、

いつ、誰が、誰に、どのように行うのか定めておくことが不可欠である。 

特に、営業会議、設計・施工会議等の会議機能がある場合は、会議を円滑に進めるた

めに、役割、出席者、開催時期等を定めておくことが重要である。 
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◆設計業務 

 ①標準化された仕様書等 

設計図書を作成する場合のひな型（フォーマット）をここでは「標準化された仕様書

等」と位置付けている。設計において（住宅を建設するにあたって）、定めておかなけれ

ばいけないことは非常に多い。一方、これらの内容は共通していることも多くある。こ

の共通している部分等を標準化することが設計における品質の確保や合理化につながる

こととなる。 

例えば、記載する項目を統一する、いくつかの仕様から選択するようにしておくこと

などが考えられる。また、業界団体等で作成している標準仕様書等を活用することも考

えられる。これらの内容については、標準設計要領等の文書で定められていれば更によ

い。 
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②確保すべき性能及びそのレベルが明確になっている書類 

事業者として確保すべき性能項目とそのレベルを示したものを想定している。具体的

には長期優良住宅で示している性能項目、住宅性能表示制度で示されている性能項目等

があり、ここで示されている等級で示す方法がある。その他の建築仕様、設備機器、植

栽等の内容も含んでもよい。いくつかのタイプ毎に確保すべき性能及びそのレベルがあ

れば、そのタイプ毎に整理しておく必要がある。なお、これらの内容を前述の標準化さ

れた仕様書等に記載することも考えられる。 
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◆施工業務 

 ①施工要領書 

設計図書等に記載された内容を確実に実現するための施工の手順書等をここでは「施

工要領書等」と位置付けている。大工等の職人任せでそれなりの品質が担保されていた

時代もあったが、より確実に性能・品質を担保するためには、施工要領書等が不可欠と

なる。もちろん住宅づくり全般における施工要領書等が備わっていることが望ましいが、

当面の間は、申請事業者が重要と思われる部分、施工不良等が多い箇所等の部分等、部

分的であっても構わない。その表現の仕方も文章だけ、納まり図だけでも構わないが、

図で示された施工手順が示され、担当者が変更になった場合でも理解できるような表現

の方法が望ましい。また、各学会、業界団体等で定めている施工要領書等を引用しても

構わない。 

施工要領書において重要なことは、事業者が施工品質を担保するために施工要領書等

を関係者で検討し、施工要領書に基づき工事が行われ、更に工事の結果を踏まえた修正

が繰り返し行われることにより施工要領書を改善させていくことである。 
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 ②社内検査体制を説明する書類 

設計図書、施工要領書等に記載された内容が確実に実現されたことを確認するために

は検査を行い、記録として検査結果を残しておかなければならない。そのためには、自

主検査、第三者検査のいずれにおいても、検査の時期、検査項目、判断基準、実施者、

検査結果の承認者、検査記録の作成等を手順書等に定めておく必要がある。特に、顧客

に引き渡しができるかどうかの最終検査は重要であるので、その検査者や承認者を定め

ることが最終的な責任の所在を明確にする上でも重要である。 

  なお、検査項目、検査の合否判断基準等は前述の設計図書や施工要領書等に文書だけ

でなく図等に示すことにより誰もが理解できるようなものとするのが望ましい。 
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③設計変更への対応方法を説明する書類 

施工中に発生する変更への適切な対応は、施工を確実に行うためだけでなく、設計変

更に伴うトラブル発生の予防にもつながる。設計変更を管理するためには、組織内部に

おける設計変更の承認方法や保管する記録等を手順書として定めておく必要がある。 

具体的には、顧客からの要望を含めて設計変更が生じた場合の設計図書等の見直し、

設計変更の承認、顧客への変更内容の明示と合意、協力業者への指示、施工後の検査・

確認までの手順等を定めることになる。 

特に留意しなければならないことは、設計変更の程度に応じた適切な手順を定めるこ

とである。内部検討の要否、設計図書や見積もり書等などによる顧客への変更個所の明

示方法、顧客の承認方法、記録保管方法（旧記録の廃棄の責任）等を、変更内容の大き

さに合わせて、確実に実行できる仕組みを構築することが重要である。 
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④教育・指導を説明する書類 

住宅の設計、施工及びアフターフォローまでの一連の工程を、確実にまた効率的に行

うためには、個人が個々の業務に必要な能力を持つ必要がある。そのためには、建築士

法等に定められる建設業に関連する資格も含めて、個々の業務ごとに必要な資格、経験、

ＯＪＴ等を含む教育、研修等を予め定めておき、計画的に資格の取得や教育、研修等を

行うとともに、長期的な視野に立ち人材を教育し、育成することが重要である。 

また、設計、施工、アフターメンテナンス等の業務を事業者自らが行わない場合は、

事業者はこれらの業務を請負う協力業者等に対して、事業者と同等の能力を持ちうるよ

う現場での指導を含めて教育、研修等を行う必要がある。 

これらの教育、研修を確実に行うためには、必要な教育、研修等を特定するとともに、

ある一定期間に行うべきものや出席者を特定しておくこと(教育研修の年間計画書の作成）

が望ましい。また、欠席者に対するフォローを行うためや次の計画期間の参考とするた

めに実施記録を残しておくことが望ましい。 
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◆アフターサービス等業務 

①アフターフォロー（定期点検）等を説明する書類 

  住宅を長期間使用するためには、維持保全が欠かせない。しかし、維持保全のための

定期的な点検の重要性は一般的にはまだまだ認識されておらず、生活等への支障が出て

から初めてその必要性を感じるのが現状である。不具合の早期発見と適切な予防処置の

対応が、不用な工事費用の支出予防になれば、顧客の満足につながることがある。 

  そのためには、定期点検の責任部署、維持保全のための計画の作成部署、点検記録の

作成・保管等を定めておくことが不可欠である。 
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◆苦情処理等業務 

①苦情処理対応を説明する書類 

  住宅は長期間使用するものであるから、経年的な変化による劣化が生じたり、使い方

による不具合等が発生したりするが、対応を誤ると苦情に発展することがある。また、

より快適に過ごすため、ライフステージの変化への対応などへの要望等が生じることが

ある。事業者は顧客からのこれらの苦情、要望等に適切に対応することが求められる。

苦情等の対応は、顧客の事業者に対する信頼感の向上につながることや潜在的な設計・

施工の不具合を発見できる機会であることから、組織的に行うべきものと認識すること

が重要である。 

 苦情等が寄せられた場合には、案件毎に担当者を決定し、必要な処置を行うことにな

るが、そのためには、対応部署や責任者、不具合箇所や顧客の要望や実施した処置等の

記録の作成・保管、処置内容等の各部署への周知方法等を定めておくことや、同様の苦

情を起こさないためには、実施した処置等を設計、施工等の業務にフィードバックする

仕組みを構築することが重要である。 
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▼ 長寿命住宅供給システム認定申請書（第一面） 

 

 

 

　

申請日　 2 5 年 9 月 3 0 日

一般財団法人ベターリビング

　 理事長　那珂　正　様

記

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

↑ 濁点文字は一枠で記入して下さい。

カ ブ シ キ ガ イ シ ャ ア ン シ ン ア ン ゼ ン ジ ュ ウ タ ク ケ

ン セ ツ

代 表 取 締 役 社 長 安 心 　 太 郎

〒 1 0 2 - 0 0 7 1 東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 2 -

7 - 2
↑ 郵便番号に続いて、所在地を都道府県名から記入して下さい。

安 心 小 太 郎

品 質 保 証 部

品 質 保 証 課 長

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 6 6

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 9 0
↑ 右詰めで記入して下さい。

a n s h i n @ a n ｓ ｈ i n a n z e n . c o .

j p
↑ パソコンのメールアドレスを記入して下さい。

2 2 年 2 3 年 2 4 年

2 8 棟 3 1 棟 3 4 棟 合計 9 3 戸

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

事業者名

平成

長寿命住宅供給システム認定申請書

　長寿命住宅供給システム認定規程第８条第１項の規定に基づき長寿命住宅供給システム認定を下記のとおり申請します。
　なお、この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

E-mail

アドレス

年度

年間

施工実績

長寿命住宅供給システム認定申請書

事業者名
（フリ

ガナ）

代表者名

所在地

担当者名

部署名

代
表
者
印

役職名

電話番号

ＦＡＸ番号

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

式
会
社
安

心
安
全
住

宅
建
設 



　申請方法/Step1-2 申請書の記入

 

27 
 

申請の年月日を記入 

 

 

     申請者の法人名を記入 

 

 

申請者の代表者の役職名及び氏名を記入 

●長寿命住宅供給システム認定書には本申請書に記載の法人名、代表者の役職名及び氏名が記載されま

す。 

 

申請者の住所を記入 

●住所は都道府県から記入してください。 

●支店等がある場合には本社の所在地を記入してください。 

●添付する登記事項証明書に記載された法人の住所を記入してください。 

 

 担当者の氏名、所属、役職名を記入 

●事務局から本申請に係る連絡を行う場合の連絡窓口となる担当者を記入してください。 

 

担当者の連絡先（電話番号、ファックス番号及び E メールアドレス）を記入 

●本申請に係る連絡を行う場合の担当者の連絡先の電話番号等を記入してください。 

●電話番号は携帯番号でも結構です。 

 

直近３事業年度分の新築住宅供給戸数実績を記入 

●元請けとして供給した住宅の実績を記入してください。 

●戸数は契約実績ではなく引渡しを完了した実績を記入してください。 

  

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 
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▼ 長寿命住宅供給システム認定申請書（第二面） 

  

  

（第二面）

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

1 9 7 2 年 8 月 1 日

↑ 西暦で記入して下さい。

2 0 0 0

↑単位を万円として右詰めで記入してください。

東 京 都 知 事

第 （ 般 - 1 9 ） 3 5 2 4 8 号

東 京 都

第 3 3 6 2 0 号

↑建築士事務所登録をしていない場合には、記入は不要です。

4 2 名 （ 2 0 1 2 年 4 月 ）

↑ 右詰めで記入して下さい。 ↑ 西暦で記入して下さい。

① 一 般 新 築 住 宅 の 設 計 、 施 工

② 一 般 既 存 住 宅 の リ フ ォ ー ム 工 事

③ 耐 震 診 断 （ 一 般 診 断 、 精 密 診 断 ）

④ 耐 震 設 計 、 耐 震 補 強 工 事

有 ○ 無

一 般 財 団 法 人 ベ タ ー リ ビ ン グ

2 0 1 3 年 3 月 3 0 日

↑ ISO9001の認証を受けている場合には、認証を受けた機関の名称及び認証の有効期限を記入してください。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 長寿命住宅供給システム認定申請書（第二面）

建築士

事務所

登録

知事登録

従業員数 現在

主な

業務

内容

ISO

9001

登録

認証の有無

認証機関

有効期限

住宅供給事業者の概要

創立

資本金 万円

建設業

許可

営業の許可

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 
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申請者の設立日を記入 

●添付書類として提出する申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類に記載された「会社成立

の年月日」を記入してください。 

●年月日は西暦で記入してください。 

 

     申請者の資本金を記入 

●添付書類として提出する申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類に記載された「資本金の

額」を記入してください。 

●金額の単位は万円として記入してください。 

 

申請者の建設業許可の番号を記入 

●添付書類として提出する建設業の許可証明書に記載された「許可番号」を記入してください。 

 

申請者の建築士事務所登録の番号を記入 

●添付書類として提出する建築士事務所登録証明書に記載された「登録番号」を記入してください。 

●申請者が建築士事務所の登録を行っていない場合には、記入は不要です。 

 

 申請者の従業員数を記入 

●添付書類として提出する申請者の法人等の従業員数が証明できる書類に記載された「従業員数」を記

入してください。 

●日付は申請者の法人等の従業員数が証明できる書類に記載された日付を記入してください。 

●従業員数は、常時使用する労働者数を記入してください。 

 

申請者の主な業務内容を記入 

●添付書類として提出する申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類の目的欄に記載された主

な業務内容を記入してください。 

●申請者のホームページで公開されている業務内容でも結構です。 

 

ISO9001 の認証状況を記入 

●申請者が、品質マネジメントシステム認証機関から認証を受けているかどうかをチェックしてくださ

い。 

●ISO9001 の認証を受けている場合には、品質マネジメント認証機関から発行された登録証に記載さ

れた品質マネジメント認証機関の名称及び当該登録の有効期限を記入してください。 

 

９ 

８ 

10 

11 

12 

13 

14 
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【ISO の登録証のイメージ】 

 

 

登録証には、登録証を発行した認証機関の名

称と登録の有効期限が左のイメージの通り

記載されていますので、登録証の記載を確認

してください。 
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申請書類は郵送で事務局へ提出してください。 

 

〈申請書類の郵送先〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 申請書は折り曲げ厳禁です。 

   ※ 封筒には差出人の住所、氏名を記入してください。 

※ 送付の際には、次の書類がファイリングされていることを確認してください。 

提出書類一覧 

１ 長寿命住宅供給システム認定申請書 

２ 申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類のコピー 

３ 申請者の法人等の従業員数が証明できる書類のコピー 

４ 決算書類一式（２期分） 

５ 建設業の許可証明書のコピー 

６ 
【建築士事務所登録をしている場合】 

建築士事務所登録証明書のコピー 

７ 

住宅供給等事業の体制整備等に関する事項が記載された図書 

①業務分担を説明する書類 

②設計から施工、施工から定期点検等の各業務間の情報伝達及び情報交換

の方法を説明する書類 

③標準化された仕様書等 

④確保すべき性能及びそのレベルが明確になっている書類 

⑤施工要領書 

⑥社内検査体制を説明する書類 

⑦設計変更への対応方法を説明する書類 

⑧教育・指導を説明する書類 

⑨アフターフォロー（定期点検）等を説明する書類 

⑩苦情処理対応を説明する書類 

〒102-0071 

東京都千代田区富士見 2-7-2 ステージビルディング７階 

一般財団法人ベターリビング 住宅性能評価部 

長寿命住宅供給システム認定係 
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　申請後の流れ
 

申請してから認定書を受領するまでの一般的なフローは次の通りです。 

申請書類の提出

長寿命住宅の登録（⇒P６9）

現地審査の日程調整

現地審査の受審

認定書の受領

引受承諾書の受領

申請書類の審査

 

 

総合判定

 

 

 

 

 

　申請図書等に記載漏れ、不足等がないことを確認し、引
受を行います。引受後、申請の引受承諾書を申請書に記
載された担当者様宛にお送りします。

　現地審査を行う日時を調整します。引受承諾書発行後、
財団から現地審査実施のスケジュール確認書を送付しま
す。
　スケジュール確認書には、受審可能なスケジュールを記
入していただき、FAXにて財団宛に返信してください。

　申請書類の内容が、規程第６条第１項各号の要件に適
合していることを審査します。
　申請書類の内容に指摘等があれば、申請書に記載され
た担当者宛に指摘事項等の内容を取りまとめた文書を送
付しますので、指摘事項等に対する回答を財団担当者宛
にお送りください。

　申請書類の内、主に業務品質基準に適合するものとして
提出された書類により、事業が適切に実施されていること
を確認します。

（⇒P３５）

　書類審査及び現地審査によって規程第６条第１項各号
の要件に適合していることを総合判定します。
　総合判定により「不適」と判断された事業者に対しては、
その旨を通知し、申請書類を返却します。

　総合判定により「適正」と判断された事業者に対して認定
書を交付します。また、併せて財団の確認印を押印した申
請書類の副本及び認定維持の確認及び更新審査のスケ
ジュール表を添付します。

 

 

 

 

 

 

　申請に先立って、認定手数料を所定の口座にお振り込
みください。
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　審査
 

提出された長寿命住宅供給システム認定申請書及び添付書類の内容が、規程第６条第

１項各号において定める要件に適合しているかどうかを書類審査にて確認し、適合性が

確認されれば、申請者の社内ルール（以下「社内規格」という。）の運用等を現地審査で

確認することとなります。 

  書類審査及び現地審査の概要は次の通りです。 

１）書類審査 

   長寿命住宅供給システム認定申請書、及び添付書類として提出された書類の内容が

規程第６条第１項各号の要件に適合することを確認します。 

現地審査は、書類審査において全ての要件適合が確認された後に実施することとなり

ます。 

 

規程第６条第１項各号に定める要件 

（長寿命住宅供給システム認定基準） 
第６条 財団は、長寿命住宅供給システムにより住宅を供給する事業者が満たすべき

基準を次の通り定めるものとする。 
一 業務担当等、設計業務、施工業務、アフターフォロー等業務、苦情処理に関す

る体制が整備されていることについて、別に定める基準（以下「業務品質基準」

という。）を満たしていること。 
二 中小企業基本法第２条各号に定める中小企業者のうち建設業を営む者であるこ

と。 
三 申請日の属する会計年度の前年度及び前々年度に元請けとして新築住宅の施工

実績を有していること。 
四 申請日の属する会計年度の前年度及び前々年度の事業収支において、欠損がな

いこと等、財務状況が適切であること。 
五 建設業法第３条に定める建設工事業の許可を得ていること。また、設計業務を

実施している場合は、建築士法第 23 条に定める建築士事務所として登録されてい

ること。 
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業務品質基準 

１．業務担当等 

①設計、施工、アフターフォロー、苦情処理等の業務担当が明確にされていること。 

②設計から施工、施工から定期点検等の各業務間の情報伝達及び情報交換のための

ルールが定められ、ルールに従って適切に情報伝達及び情報交換が行われること。 

２．設計業務 

設計業務を事業者が自ら行う場合、以下の方法で実施されていること。設計業務

を事業者が自ら行わない場合、設計業務を以下の方法で実施していることが確認さ

れていること。 

① 設計図書の作成において、長期優良住宅普及促進法第２条第４項に定める「長

期使用構造等」に規定する性能（以下「長期使用構造等の性能」という。）を確保

するために明確になっている仕様書等を有しており、これを活用して設計図書の

作成が行われること。 

② 確保すべき性能及びそのレベルが明確になっていること。 

③ 設計の適切な段階において、②の内容を満たしていることが確認されているこ

と。 

３．施工業務 

① 施工品質を担保するため、長期使用構造等の性能を確保するために明確かつ適

切な施工要領書等が定められていること。 

② 工程内での社内検査を実施する体制が整備され、社内検査が実施されているこ

と。 

③ 施工段階で設計変更が発生した場合、変更された内容を反映して確実に施工さ

れるルールが定められ、ルールに従って適切に変更内容を反映した工事が行われ

ること。 

④ 協力業者等に対する教育・指導が実施されていること。 

４．アフターフォロー等業務 

① 引き渡した住宅の維持保全の時期、項目、方法等が明確になっていること。 

② 維持保全をルールに従って実施し、その結果が記録・保管されていること。 

５．苦情処理 

① 苦情を受け付ける体制が整備されており、苦情の処置、苦情の原因把握及び原

因となった設計、施工等の各業務への再発防止処置の展開方法が定められ、適切

に苦情処理及び再発防止処置が施されていること。 

② 供給した住宅に関する苦情等が生じた場合に、その内容、処置及び再発防止策

を記録・保管する体制が整備され、適切に苦情内容等が記録・保管されているこ

と。 

③ 一般財団法人ベターリビングから規程第 26 条第２項に定める要請及び第 28 条

第２項に定める指示が行われた場合の対応方法を定め、実施されていること。 
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２）現地審査 

現地審査は、業務品質基準に適合するものとして書類審査で適合性確認を行った

社内規格が適切かつ有効に運用されているかどうか確認するものであり、以下の内

容を審査対象として実施するものです。 

 

■受審方法 

① 日程調整 

認定申請後に、財団から現地審査スケジュール確認書を認定申請書に記載した

連絡担当者宛に送付しますので、申請者は現地審査スケジュール確認書に希望す

る日程を記入の上、財団に返信していただきます。 

財団は、受信した申請者側の希望スケジュールと検査員のスケジュールを調整

し、現地審査の日時を決定の上、長寿命住宅供給システム認定申請書に記載され

た連絡担当者に通知します。 

② 審査内容 

現地審査では次の表の確認事項を、審査対象となる記録等により確認すること

となります。また、併せてヒアリングを行う場合があります。 

  

①社内規格の要求事項への適合についての情報及び記録 

②社内規格を運用する時の管理体制 

③その他、申請者の所在、事業内容、法令順守等の基本事項 



　申請したあとは

 

36 
 

  確認事項 審査対象となる記録等 

設計 

設計の適切な段階において、確保すべ

き性能及びそのレベルの内容を満たし

ていることが確認されていること 

長寿命住宅供給システムによって

供給する住宅が確保すべき性能及

びレベルを満たしていることを確

認した記録 

施工 

工程内での社内検査が実施されている

こと 

所定の工程内での社内検査を実施

した記録 

施工段階で設計変更が発生した場合

に、ルールに従って適切に変更内容を

反映した工事が行われていること 

設計変更に対応し、変更した内容を

反映した工事を実施した記録 

協力業者等に対する教育・指導が実施

されていること 

協力業者等への教育訓練の記録 

維持

保全 

定期点検がルールに従って実施され、

その結果が記録・保管されること 

定期点検の記録 

苦情

処理 

供給した住宅に関する苦情等が生じた

場合に、その内容、処置及び再発防止

策を記録・保管する体制が整備され、

適切に苦情内容等が記録・保管される

こと 

①苦情を受け付けた時の苦情処理

の記録 

②再発防止を図るための対策の決

定及び実施記録 

基本 

事項 

所在地、事業概要、営業エリア 申請者のパンフレット 

申請者のホームページのコピー等 

③ 立会者 

申請者の代表者及び連絡担当者に現地審査に立会いいただくこととなります。 

④ 審査結果の報告 

当日の現地審査終了後、審査員から現地審査の総評を行います。また、指摘事

項、未確認事項があれば、その旨を報告します。 

審査員は、以上の内容を現地審査確認書にまとめ、審査員及び受審者双方のサ

インを行い、写しを受審者に手渡します。 

⑤ 是正報告 

指摘事項等の報告を受けた申請者は、その内容を確認の上、是正処置を実施し、

処置が完了した時点で、指摘事項等是正処置報告書により報告をしていただきま

す。 

   

■旅費の取扱い 

審査員の旅費及び宿泊費等の必要経費は、当財団の旅費規程に基づき算定し、別

途請求させていただきます。
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認定を受けた後の流れは次の通りです。 

  

認定書の受領

認定の維持の確認②
（サーベイランス）　

認定の更新

認定の維持の確認①
（サーベイランス）　

 

 

 

所定の期日までに、認定事
業者が社内規格に従い、長
寿命住宅供給システムによ
る住宅供給等を継続的に行
っていることを申請者から提
出された記録書類等により
確認します。

（⇒P３８）

認定の有効期限の間に認定
事業者は認定の維持の確認
を２回受けることとなります。

認定の有効期限までに、認
定を受けている要件の継続
的な履行を審査すると共に、
認定の更新時点での社内規
格が業務品質基準に適合し
ていることを申請者から提出
された申請書類等により確
認します。

（⇒P４８）

 

 

 

認定後１年

認定後２年

認定後３年

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

 

・
・
・
・
・
・
・
・
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　サーベイランスの流れ
 

認定の維持の確認は、認定事業者が社内規格に従い、長寿命住宅供給システムによる  

住宅供給が継続的に行われていることを申請者から提出された記録書類等により確認し

ます。 

ベターリビング 認定事業者

確認票作成
添付書類準備

実
施
通
知

認定維持
確認票

認定維持審査
実施通知書

+ 添付書類書
面
審
査

結
果
通
知

書面審査

 

指摘 是正処置

是正確認

判定結果
通知書

受領・保管
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　サーベイランスの実施時期
 

認定の維持の確認は、原則として１年毎に実施します。 

また、認定の維持の確認の実施期間は、認定日の属する月の翌月の１日を基準日とし

て基準日の１年後及び２年後の３か月前から基準日の１年後及び２年後の前日までとな

ります。 

認定年度 認定年度+１年 認定年度+３年認定年度+２年

認定日
※１ ※１ ※２

１年間

２年間

３年間

３ヶ月 ３ヶ月 ３ヶ月

※１　認定の維持の確認審査実施期間

※２　更新審査実施期間

基準日

 
 

基準日：認定日の翌月の１日

 

例）平成２５年 9 月７日が認定日となる場合 

１回目の認定の維持の確認の実施時期は、認定日の翌月の 1 日（平成 25 年 10 月 1

日）を基準として次の期間となります。 

始期 平成26 年7 月1 日（平成 25 年 10 月1 日から１年が経過した日の 3 か月前） 

終期 平成 26 年 9 月 31 日（平成 25 年 10 月 1 日から１年が経過した日） 

２回目の認定の維持の確認の実施時期は、認定日の翌月の 1 日（平成 25 年 10 月 1

日）を基準として次の期間となります。 

始期 平成 27 年 7 月 1 日（平成 25 年 10 月 1 日から 2 年が経過した日の 3 か月

前） 

終期 平成 27 年 9 月 31 日（平成 25 年 10 月 1 日から 2 年が経過した日） 
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　認定維持確認票の記入
 

認定の維持の確認の実施時期の概ね１ヵ月前に、認定事業者の担当者宛に認定維持審

査実施通知書を送付します。 

  認定維持審査実施通知書には、認定維持確認票が添付されていますので、認定を受け

た内容に変更がないこと等を確認し、添付書類と併せて財団に回答していただくことと

なります。 

▼長寿命住宅供給システム認定維持確認票（第一面） 

  

　

2 6 年 8 月 2 5 日

一般財団法人ベターリビング

　 地域住宅ネットワーク支援部

長寿命住宅供給システム認定受付係　行

記

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

↑ 濁点文字は一枠で記入して下さい。

カ ブ シ キ ガ イ シ ャ ア ン シ ン ア ン ゼ ン ジ ュ ウ タ ク ケ

ン セ ツ

代 表 取 締 役 社 長 安 心 　 太 郎

〒 1 0 2 - 0 0 7 1 東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 2 -

7 - 2
↑ 郵便番号に続いて、所在地を都道府県名から記入して下さい。

安 心 小 太 郎

品 質 保 証 部

品 質 保 証 課 長

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 6 6

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 9 0
↑ 右詰めで記入して下さい。

a n s h i n @ a n ｓ ｈ i n a n z e n . c o .

j p
↑ パソコンのメールアドレスを記入して下さい。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

事業者名

平成

長寿命住宅供給システム認定維持確認票

　2014年８月1日付け長寿命住宅供給システム認定維持確認実施通知書に対し、確認を行いましたので下記の通り回答し
ます。

E-mail

アドレス

長寿命住宅供給システム認定維持確認票

事業者名
（フリ

ガナ）

代表者名

所在地

担当者名

部署名

代
表
者
印

役職名

電話番号

ＦＡＸ番号

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 

式
会
社
安

心
安
全
住

宅
建
設 
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申請の年月日を記入 

 

 

     申請者の法人名を記入 

 

 

申請者の代表者の役職名及び氏名を記入 

 

 

申請者の住所を記入 

●住所は都道府県から記入してください。 

●支店等がある場合には本社の所在地を記入してください。 

 

 担当者の氏名、所属、役職名を記入 

●事務局から本申請に係る連絡を行う場合の連絡窓口となる担当者を記入してください。 

 

担当者の連絡先（電話番号、ファックス番号及び E メールアドレス）を記入 

●本申請に係る連絡を行う場合の担当者の連絡先の電話番号等を記入してください。 

●電話番号は携帯番号でも結構です。 

 

 

  

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 
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▼ 長寿命住宅供給システム認定維持確認票（第二面） 

  

  

7 

8 

9 

10 

11 

12 
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資本金の額に変更があったかどうかをチェック 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降に資本金の額に変更があったかどうかをチェックし

てください。 

●資本金の額に変更がある場合には、変更後の資本金の額を下段に記入してください。 

 

     従業員数に変更があったかどうかをチェック 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降に従業員数に変更があったかどうかを記入してくだ

さい。 

●従業員数に変更がある場合には、変更後の従業員数を下段に記入してください。 

●従業員数は、労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書又は賃金台帳に記載された労働者数を確認

してください。 

 

前事業年度の新築住宅供給戸数実績を記入 

●前事業年度の新築住宅の施工実績を記入してください。 

●元請けとして供給した実績を記入してください。 

●棟数は契約実績ではなく引渡しを完了した実績を記入してください。 

 

前年度の事業収支に欠損があったかどうかをチェック、書類を添付 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降の事業収支に欠損があったかどうかを記入してく

ださい。 

●欠損があった場合には、欠損の額を下段に記入してください。 

●欠損の有無にかかわらず、直近の決算書類一式を別に添付してください。 

 

建設業の許可及び建築士事務所の登録の有効期限をチェック 

●建設業の許可及び建築士事務所の登録の有効期限に変更がないことを確認してください。 

●建設業の許可及び建築士事務所の登録が更新された場合には、更新後の有効期限を記入してください。 

●建築士事務所の登録を行っていない場合には、有効期限の確認は不要です。 

 

抽出した住宅の登録番号を記入 

●サーベイランスにおいて審査を行う住宅は、財団が登録住宅から抽出し、登録番号、建設地及び建築

主の氏名を予め記入します。 

●審査を行う住宅を何らかの理由により変更する場合には、財団事務局までお問い合わせください。 

 

  

8 

7 

11 

12 

10 

9 
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▼ 長寿命住宅供給システム認定維持確認票（第二面） 

  

  

15 

13 

14 
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業務品質基準で定める体制・手順等に変更があったかどうかをチェック 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降に体制や業務手順・ルールなどに変更があったかど

うかをチェックしてください。 

●体制図、フロー、帳票等に変更がある場合には、変更後の資料を添付してください。 

 

     認定を受けた供給システムによる業務の実施状況を確認するための資料 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降に実施した業務の資料を添付してください。 

●7、8、9 については、業務が発生した場合のみ資料を添付してください。 

 

維持保全の実施状況をサンプルで確認するための資料 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降に実施した点検等の記録を添付してください。 

●第二面に記載された登録住宅の維持保全計画に従った点検等の資料として下さい。 

●資料はコピーで結構です。 

●住宅履歴情報サービス機関に保管されている情報として指定する場合は、閲覧するための情報サービ

ス機関の名称、URL、ID 及びパスワードをお知らせください。 

 

  

13 

14 

15 
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　必要な添付書類
 

申請書に添付する以下の書類を各２部、用意します。書類は業務品質基準に適合する

ものとして認定を受けた社内規格に基づく事業の実施が確認できる記録の写しとなりま

す。 

添付書類一覧 

必須１ 長寿命住宅供給システム認定維持確認票（第一面から第三面） 

必須２ 
直前の決算書類一式（１期分） 

協力事業者等への教育訓練が実施されたことが確認できる資料 

必須３ 指定された登録住宅の維持保全計画に基づいた定期点検等の記録 

選択１ 
認定時又は前回の認定維持確認時以降に変更された業務品質基準への適合が

確認できる資料。（変更がない場合の添付は必要ありません。） 

選択２ 
設計変更があった場合の 

 

 

注 1）この内、〈１〉、〈２〉、〈３〉及び〈５〉については、認定維持確認票の第二

面に記載した登録住宅の記録を添付していただきます。 

注２）審査の対象となる登録住宅は財団が予め選定し、認定時確認票の第二面に

記載します。 

 

※図書は A4 又は A3 用紙で作成し、A3 用紙の場合には、A4 サイズに折って綴じて

ください。 

※ファイルは厚紙等の表紙で、２穴ファイリング式としてください。 

※写真等を除いて、白黒印刷としてください。 

※表紙と背表紙は、次の例に従って作成してください。 

 
　
長
寿
命
住
宅
供
給

シ
ス
テ
ム

認
定
維
持
確
認

　
　

株
式
会
社

　
○
○
○
○
○
○

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

 添
付
資
料

株式会社○○○○○○○

長寿命住宅供給システム認定維持確認
添付資料

背
表
紙

表紙

 



　認定を受けたあとは/認定の維持の確認（サーベイランス）

 

47 
 

　提出方法
 

 

 

提出書類は郵送で事務局へ提出してください。 

 

〈申請書類の郵送先〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 申請書は折り曲げ厳禁です。 

   ※ 封筒には差出人の住所、氏名を記入してください。 

 
 
  

〒102-0071 

東京都千代田区富士見 2-7-2 ステージビルディング７階 

一般財団法人ベターリビング 住宅性能評価部 

長寿命住宅供給システム認定係 
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　審査
 

 審査は、提出された長寿命住宅供給システム認定維持確認票及び添付書類の内容を確認

することにより行います。原則として現地審査は実施しません。 

 また、主に次の事項の確認を行います。 

 審査を行い、指摘事項又は未確認事項が確認された場合には、認定事業者の担当者宛に

FAX 又は E メールでその内容を送信します。 

 指摘事項等の送信を受けた認定事業者は、その内容を確認の上、是正処置を実施し、指

摘事項の送信から原則として３カ月以内に指摘事項等是正処置報告書により報告をしてい

ただきます。 

  

  

①規程第６条第１項各号に定められた認定の要件に関する変更の有無 

②業務品質基準の要件を満たすものとして財団が確認した認定事業者の社

内規格に基づいた事業の実施の状況 

③顧客からの苦情の内容及びその処置 
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　結果の通知
 

 審査終了（是正処置の報告及びその確認を含む。）後、財団は判定結果通知書を作成し、

認定事業者の担当者宛に送付します。 
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　認定更新の流れ
 

認定の更新審査は、認定の有効期間の満了に伴い、認定を受けている要件の継続的な履

行を確認するとともに、認定の更新時点での認定事業者の社内規格が業務品質基準に適合

していることを申請者から提出された申請書類等により確認するものです。 

認定更新申請を受理した後の流れは、新規の認定申請と同様です。詳しくは「申請した

あとは（P３２）」を参照してください。 

ベターリビング 認定事業者

添付書類準備

案
内

認定更新
申請書

認定更新審査
実施通知書

+ 添付書類
更
新
審
査

結
果
通
知

書面審査

 

指摘 是正処置

是正確認

認定書 受領・保管

認定更新申請書作成

現地審査

+
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　認定更新の審査の実施時期
 

認定更新の審査は、原則として３年毎に実施します。 

また、認定更新の審査の実施期間は、認定日の属する月の翌月の１日を基準日として

基準日の３年後の３か月前から基準日の３年後の前日までとなります。 

認定年度 認定年度+１年 認定年度+３年認定年度+２年

認定日
※１ ※１ ※２

１年間

２年間

３年間

３ヶ月 ３ヶ月 ３ヶ月

※１　認定の維持の確認審査実施期間

※２　更新審査実施期間

基準日

 
 

基準日：認定日の翌月の１日

 
 

例）平成２５年 9 月７日が認定日となる場合 

  第一回目の認定の更新審査の実施時期は、認定日の翌月の 1 日（平成 25 年 10 月 1

日）を基準として次の期間となります。 

始期 平成28 年7 月1 日（平成 25 年 10 月1 日から１年が経過した日の 3 か月前） 

終期 平成 28 年 9 月 31 日（平成 25 年 10 月 1 日から１年が経過した日） 
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　認定更新申請書の記入
 

認定更新の審査の実施時期の概ね１ヵ月前に、認定事業者の担当者宛に認定更新審査

実施通知書を送付します。 

  認定事業者が認定を更新する場合は、認定更新審査実施通知書に添付された長寿命住

宅供給システム認定更新申請書に必要事項を記入し、添付書類と併せて財団に提出して

いただきます。 

▼ 長寿命住宅供給システム認定更新申請書（第一面） 

  

　

申請日　 2 8 年 8 月 1 日

一般財団法人ベターリビング

　 理事長　那珂　正　様

記

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

↑ 濁点文字は一枠で記入して下さい。

カ ブ シ キ ガ イ シ ャ ア ン シ ン ア ン ゼ ン ジ ュ ウ タ ク ケ

ン セ ツ

代 表 取 締 役 社 長 安 心 　 太 郎

〒 1 0 2 - 0 0 7 1 東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 2 -

7 - 2
↑ 郵便番号に続いて、所在地を都道府県名から記入して下さい。

安 心 小 太 郎

品 質 保 証 部

品 質 保 証 課 長

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 6 6

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 9 0
↑ 右詰めで記入して下さい。

a n s h i n @ a n ｓ ｈ i n a n z e n . c o .

j p
↑ パソコンのメールアドレスを記入して下さい。

2 5 年 2 6 年 2 7 年

3 2 棟 3 1 棟 3 4 棟 合計 9 7 棟

6 棟 6 棟 8 棟 合計 2 0 棟

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

事業者名
（フリ

ガナ）

平成

長寿命住宅供給システム認定更新申請書

　長寿命住宅供給システム認定規程第13条第２項の規定に基づき長寿命住宅供給システム認定の更新を下記のとおり申請
します。
　なお、この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

事業者名

長寿命住宅供給システム認定更新申請書

代表者名

所在地

担当者名

部署名

代
表
者
印

役職名

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mail

アドレス

過去

３年間の

施工実績

年度

年間

施工実績

　内、

登録実績

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 

式
会
社
安

心
安
全
住

宅
建
設 

7 
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申請の年月日を記入 

 

 

     申請者の法人名を記入 

 

 

申請者の代表者の役職名及び氏名を記入 

●長寿命住宅供給システム認定書には申請書に記載の法人名、代表者の役職名及び氏名が標記されます。 

 

申請者の住所を記入 

●住所は都道府県から記入してください。 

●支店等がある場合には本社の所在地を記入してください。 

●添付する登記事項証明書に記載された法人の住所を記入してください。 

 

 担当者の氏名、所属、役職名を記入 

●事務局から本申請に係る連絡を行う場合の連絡窓口となる担当者を記入してください。 

 

担当者の連絡先（電話番号、ファックス番号及び E メールアドレス）を記入 

●本申請に係る連絡を行う場合の担当者の連絡先の電話番号等を記入してください。 

●電話番号は携帯番号でも結構です。 

 

直近３事業年度分の新築住宅施工実績及び登録住宅の施工実績を記入 

●元請けとして供給した住宅の実績を記入してください。 

●戸数は契約実績ではなく引渡しを完了した実績を記入してください。 

  

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 
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▼ 長寿命住宅供給システム認定更新申請書（第二面） 

 

  

（第二面）

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

1 9 7 2 年 8 月 1 日

↑ 西暦で記入して下さい。

2 0 0 0

↑単位を万円として右詰めで記入してください。

東 京 都 知 事

第 （ 般 - 1 9 ） 3 5 2 4 8 号

東 京 都

第 3 3 6 2 0 号

↑建築士事務所登録をしていない場合には、記入は不要です。

4 5 名 （ 2 0 1 5 年 4 月 ）

↑ 右詰めで記入して下さい。 ↑ 西暦で記入して下さい。

① 一 般 新 築 住 宅 の 設 計 、 施 工

② 一 般 既 存 住 宅 の リ フ ォ ー ム 工 事

③ 耐 震 診 断 （ 一 般 診 断 、 精 密 診 断 ）

④ 耐 震 設 計 、 耐 震 補 強 工 事

有 ○ 無

一 般 財 団 法 人 ベ タ ー リ ビ ン グ

2 0 1 6 年 3 月 3 0 日

↑ ISO9001の認証を受けている場合には、認証を受けた機関の名称及び認証の有効期限を記入してください。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 長寿命住宅供給システム認定更新申請書

建築士

事務所

登録

知事登録

従業員数 現在

主な

業務

内容

ISO

9001

登録

認証の有無

認証機関

有効期限

住宅供給事業者の概要

創立

資本金 万円

建設業

許可

営業の許可

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 
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申請者の設立日を記入 

●添付書類として提出する申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類に記載された「会社成立

の年月日」を記入してください。 

●年月日は西暦で記入してください。 

 

     申請者の資本金を記入 

●添付書類として提出する申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類に記載された「資本金の

額」を記入してください。 

●金額の単位は万円として記入してください。 

 

申請者の建設業許可の番号を記入 

●添付書類として提出する建設業の許可証明書に記載された「許可番号」を記入してください。 

 

申請者の建築士事務所登録の番号を記入 

●添付書類として提出する建築士事務所登録証明書に記載された「登録番号」を記入してください。 

●申請者が建築士事務所の登録を行っていない場合には、記入は不要です。 

 

 申請者の従業員数を記入 

●添付書類として提出する申請者の法人等の従業員数が証明できる書類に記載された「従業員数」を記

入してください。 

●日付は申請者の法人等の従業員数が証明できる書類に記載された日付を記入してください。 

●従業員数は、常時使用する労働者数を記入してください。 

 

申請者の主な業務内容を記入 

●添付書類として提出する申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類の目的欄に記載された主

な業務内容を記入してください。 

●申請者のホームページで公開されている業務内容でも結構です。 

 

ISO9001 の登録状況を記入 

●申請者が、品質マネジメントシステム認証機関に登録されているかどうかをチェックしてください。 

●ISO9001 の登録が行われている場合には、品質マネジメント認証機関から発行された登録証に記載

された品質マネジメント認証機関の名称及び当該登録の有効期限を記入してください。 

  

９ 

８ 

10 

11 

12 

13 

14 
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【ISO の登録証のイメージ】 

 

  

登録証には、登録証を発行した認証機関の名

称と登録の有効期限が左のイメージの通り

記載されていますので、登録証の記載を確認

してください。 
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▼ 長寿命住宅供給システム認定更新申請書（別添） 

  

  

別添

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

　確認事項

「はい」の場合?

↑ 右詰めで記入して下さい。

「はい」の場合?

↑ 右詰めで記入して下さい。

「はい」の場合?

↑ 右詰めで記入して下さい。

建設業の許可の有効期限 3 0 年 0 4 月 3 0

変更があれば変更後の有効期限を記載してください。⇒ 年 月

建築士事務所登録の有効期限 3 1 年 0 8 月 3 1

変更があれば変更後の有効期限を記載してください。⇒ 年 月

↑建築士事務所登録をしていない場合には、記入は不要です。

　更新審査希望時期

2 8 年 7 月 2 5

2 8 年 7 月 2 6

2 8 年 7 月 3 0

・更新審査の実施期間は平成28年7月10日～平成28年10月9日です。

・更新審査は認定事業者の代表者が出席可能な日を選定してください。

・更新審査の審査時間は概ね半日となります。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

更新確認票

はい いいえ

資本金

前年度から資本金の額に変更はありましたか？ ○

万円

はい いいえ

従業員数

前年度から従業員数に変更はありましたか？ ○

人

はい いいえ

事業収支

前年度の事業収支において欠損はありましたか？ ○

欠損の額 万円

建築士

事務所

登録

平成 日迄

平成 日迄

建設業

許可

平成 日迄

平成 日迄

第一希望 平成 日迄

第二希望 平成 日迄

長寿命住宅供給システム認定更新申請書別添

午後からの審査を希望します。

第三希望 平成 日迄

要望事項

7 

8 

9 

10 

11 
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資本金の額に変更があったかどうかをチェック 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降に資本金の額に変更があったかどうかをチェックし

てください。 

●資本金の額に変更がある場合には、変更後の資本金の額を下段に記入してください。 

 

     従業員数に変更があったかどうかをチェック 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降に従業員数に変更があったかどうかを記入してくだ

さい。 

●従業員数に変更がある場合には、変更後の従業員数を下段に記入してください。 

●従業員数は、労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書又は賃金台帳に記載された労働者数を確認

してください。 

 

前年度の事業収支に欠損があったかどうかをチェック 

●認定申請時又は前年度の認定の維持の確認時以降の事業収支に欠損があったかどうかを記入してく

ださい。 

●欠損があった場合には、欠損の額を下段に記入してください。 

 

 建設業の許可及び建築士事務所の登録の有効期限をチェック 

●建設業の許可及び建築士事務所の登録の有効期限に変更がないことを確認してください。 

●建設業の許可及び建築士事務所の登録が更新された場合には、更新後の有効期限を記入してください。 

●建築士事務所の登録を行っていない場合には、有効期限の確認は不要です。 

 

 更新審査の希望時期を記入 

●現地審査の担当者のスケジュールと調整の上、審査日を決定しますので、更新審査の希望日を第三希

望日まで記入してください。 

●現地審査の希望日は認定事業者の代表者が出席可能な日を選定して記入してください。 

●現地審査の時間帯等の要望があれば、要望事項欄に記入してください。 

●現地審査の審査時間は概ね半日となります。 

  

8 

7 

9 

10 

11 
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　必要な添付書類
 

申請書に添付する以下の書類を各２部、用意します。書類は新規の認定申請時に添付し

た書類と同様です。 

添付書類一覧 

 詳細 

〈１〉申請者の法人等の実在及び資本金が証明できる書類のコピー P10 

〈２〉申請者の法人等の従業員数が証明できる書類のコピー P11 

〈３〉決算書類一式（２期分） P12 

〈４〉建設業の許可証明書のコピー P13 

〈５〉【建築士事務所登録をしている場合】 

    建築士事務所登録証明書のコピー 

P14 

〈６〉住宅供給等事業の体制整備等に関する事項が記載された図書 

①業務分担を説明する書類 

②設計から施工、施工から定期点検等の各業務間の情報伝達及び情報

交換の方法を説明する書類 

③標準化された仕様書等 

④確保すべき性能及びそのレベルが明確になっている書類 

⑤施工要領書 

⑥社内検査体制を説明する書類 

⑦設計変更への対応方法を説明する書類 

⑧教育・指導を説明する書類 

⑨アフターフォロー（定期点検）等を説明する書類 

⑩苦情処理対応を説明する書類 

P15～ 

注）詳細は、新規の認定申請を説明した頁（P10～）を参照してください。 

 

※図書は A4 又は A3 用紙で作成し、A3 用紙の場合には、A4 サイズに折って綴じて

ください。 

※ファイルは厚紙等の表紙で、２穴ファイリング式としてください。 

※写真等を除いて、白黒印刷としてください。 

※表紙と背表紙は、次の例に従って作成してください。 
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長
寿
命
住
宅
供
給

シ
ス
テ
ム

認
定
更
新
申
請
書

　
　

株
式
会
社

　
○
○
○
○
○
○

株式会社○○○○○○○

長寿命住宅供給システム認定更新申請書

背
表
紙

表紙

 
 

 

　提出方法
 

 

 

申請書類は郵送で事務局へ提出してください。 

 

〈申請書類の郵送先〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 申請書は折り曲げ厳禁です。 

   ※ 封筒には差出人の住所、氏名を記入してください。 
  

〒102-0071 

東京都千代田区富士見 2-7-2 ステージビルディング７階 

一般財団法人ベターリビング 住宅性能評価部 

長寿命住宅供給システム認定係 
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　審査
 

 提出された長寿命住宅供給システム認定更新申請書及び添付書類の内容が、規程第６条

第一項各号において定める要件に適合しているかどうかを書類審査により確認し、適合性

が確認されれば、社内規格の運用等を現地審査により確認することとなります。 

  書類審査及び現地審査の概要は次の通りです。  

 

 １）書類審査 

長寿命住宅供給システム認定更新申請書の別添に記載された確認事項欄の変更の有無

等を確認すると共に、添付書類として提出された書類の内容が規程第６条第１項各号の

要件に適合することを確認します。 

現地審査は、書類審査において全ての要件適合が確認された後に実施することとなり

ます。 
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 ２）現地審査 

現地審査は、業務品質基準に適合するものとして書類審査で適合性確認を行った

社内規格が適切かつ有効に運用されているかどうか確認するものであり、以下の内

容を審査対象として実施するものです。 

 

■受審方法 

① 日程調整 

財団は、書類審査において全ての要件の適合性が確認された上で、長寿命住宅

供給システム認定更新申請書別添に記載された更新審査希望時期と検査員のスケ

ジュールを調整し、現地審査の日時を決定します。 

決定した現場検査の日時は長寿命住宅供給システム認定更新申請書に記載した

連絡担当者に通知します。 

② 審査内容 

現地審査では、次の事項を審査対象となる記録等により確認することとなります。

また、併せてヒアリングを行う場合があります。 

イ 過去３年間の業務品質基準の要件を満たすものとして財団が確認した認定事業

者の社内規格に基づいた事業実施の状況 

業務品質基準の下表の確認事項の実施状況の確認を記録の確認又はヒアリングにより行います。 

  確認事項 審査対象となる記録等 

設計 

設計の適切な段階において、確保す

べき性能及びそのレベルの内容を

満たしていることが確認されてい

ること 

長寿命住宅供給システムによっ

て供給する住宅が確保すべき性

能及びレベルを満たしているこ

とを確認した記録 

施工 

工程内での社内検査が実施されて

いること 

所定の工程内での社内検査を実

施した記録 

施工段階で設計変更が発生した場

合に、ルールに従って適切に変更内

容を反映した工事が行われている

こと 

設計変更に対応し、変更した内容

を反映した工事を実施した記録 

協力業者等に対する教育・指導が実

施されていること 

協力業者等への教育訓練の記録 

①社内規格の要求事項への適合についての情報及び記録 

②社内規格を運用する時の管理体制 

③その他、申請者の所在、事業内容、法令順守等の基本事項 
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維持

保全 

定期点検がルールに従って実施さ

れ、その結果が記録・保管されるこ

と 

定期点検の記録 

苦情

処理 

供給した住宅に関する苦情等が生

じた場合に、その内容、処置及び再

発防止策を記録・保管する体制が整

備され、適切に苦情内容等が記録・

保管されること 

①苦情を受け付けた時の苦情処

理の記録 

②再発防止を図るための対策の

決定及び実施記録 

基本 

事項 

所在地、事業概要、営業エリア 申請者のパンフレット 

申請者のホームページのコピー 

ﾛ 過去３年間の審査における指摘事項等の再発の有無及び再発防止の実施状況 

過去３年間の新規の認定に係る審査及び認定の維持の確認の審査で指摘を受けた場合に、指摘等是正

処置報告書の内容を確認すると共に、指摘された事項の再発がないこと及び再発防止の取組みを確認し

ます。 

ハ 過去３年間の長寿命住宅供給システムにより供給した住宅の登録状況  

過去３年間の長寿命住宅供給システムにより供給した住宅の登録状況を確認します。 

③ 立会者 

申請者の代表者及び連絡担当者に現地審査に立会いいただくこととなります。 

④ 審査結果の報告 

当日の現地審査終了後、審査員から現地審査の総評を行います。また、指摘事

項、未確認事項があれば、その旨を報告します。 

審査員は、以上の内容を現地審査確認書にまとめ、審査員及び受審者双方のサ

インを行い、写しを受審者に手渡します。 

⑤ 是正報告 

指摘事項等の報告を受けた申請者は、その内容を確認の上、是正処置を実施し、

現地審査から原則として３カ月以内に指摘事項等是正処置報告書により報告をし

ていただきます。 

   

■旅費の取扱い 

審査員の旅費及び宿泊費等の必要経費は、当財団の旅費規程に基づき算定し、別

途請求させていただきます。 
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　認定した事項の変更の取扱い
 

認定事業者が認定を受けた次の内容等を変更しようとする場合には、長寿命住宅供給

システム変更届を財団に提出することとなります。 

財団は、変更届を受領後、変更内容を確認し、認定事業者の変更内容が認定の要件に

適合していれば、変更を受理します。 

変更内容が認定書の記載内容の変更に係る場合には認定書を改訂し、認定事業者に送

付します。この場合、認定書発行の手数料が別途必要となります。 

 

　認定の一時停止及び取消し
 

１）認定の一時停止 

長寿命住宅供給システム認定は次のような場合、一時停止となることがあります。認

定の一時停止となる場合には、認定事業者に状況確認を行うとともに、認定の一時停

止を解除する条件が財団から提示されます。 

変更の届出を行う変更事項 

 １．社内規格の変更 

 ２．認定事業者の名称の変更 

 ３．認定事業者の所在地の変更 
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２）認定の取消し 

   長寿命住宅供給システム認定は次のような場合、取消しとなることがあります。認

定の取消しとなる場合には、認定事業者に状況確認を行います。 

   認定の取消しとなった場合には、認定の取り消しとなった旨を認定事業者に通知し、

併せてホームページにその旨の公表を行います。また、認定書を回収すると共に、認

定の標章を付した広告、印刷物の使用を中止していただくこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 第 14 条第１項の認定の維持の確認及び第 13 条第２項の認定の更新の審査並び

に第 22 条第１項の確認を特別な事情なく所定の期間内に受審しなかった場合 

二 第 14 条第１項の認定の維持の確認又は第 13 条第２項の認定の更新の審査の結

果、第 6 条第１項各号の要件に係る指摘事項等が認められ、指定した期日までに

是正処置が報告されなかった場合 

三 第 14 条第１項の認定の維持の確認又は第 13 条第２項の認定の更新の審査の結

果、第６条第１項各号の要件に係る重大な指摘事項等又は常習的な指摘事項等

が認められる場合 

四 第 22 条第１項の維持保全の確認の結果、同条第２項の不適合が認められ、指定

した期日までに是正処置が報告されなかった場合 

五 偽り、重大な過失若しくはその他不正な手段により認定を受けている恐れがある場 

合 

六 認定の引用、認定書、認定の標章、登録の標章の不適切な使用又は不適切な認

定の引用が修正されない場合 

七 苦情等に関する要請に対して、指定した期限までに是正が得られない場合 

八 新築住宅の供給を停止していると認められる場合 

九 財団に対する財政的義務を怠っている場合 

十 その他重大な事故又は過失、意図的な法令違反等により認定事業者の活動等が

反社会的である恐れがあると認められる場合 
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　守秘義務
 

財団は、法令の規定により情報の開示が要求される場合、又は認定事業者の同意を得

た場合を除いて、認定事業者から得た情報を第三者に開示しないよう守秘義務を負いま

す。 

 

　手数料等の振込先
 

 手数料等の振込先は次の通りです。 

振込先：みずほ銀行丸の内中央支店 普通 1811564 一般財団法人ベターリビング 

一 第５条第２項に定める認定事業者の義務を怠った場合 

二 認定事業者から認定の取消し申請があった場合 

三 偽り、重大な過失若しくはその他不正な手段により認定を受けたことが判明した

場合 

四 破産し復権を得ないことが判明した場合 

五 消費者の利益を保護するために特に必要がある場合 

六 認定を受けた申請図書等に記載の内容と著しく異なる住宅供給を行う等その業

務に関し不誠実な行為をしたことが判明した場合 

七 第14条第１項の認定の維持の確認を拒んだ場合 

八 第26条第２項に定める苦情等への対応のための要請を拒んだ場合 

九 認定の一時停止を受けた後、指定した期日までに一時停止を解除する条件を満

たせなかった場合 

十 その他重大な事故又は過失、意図的な法令違反等により認定事業者の活動等

が反社会的であると認められる場合 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長寿命住宅の登録
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 認定事業者は長寿命住宅登録基準に従って住宅を供給したときは、規程第１5 条の規定

に基づいて財団に登録を行うこととなります。 

 登録した住宅では、その所有者及び認定事業者が連携し、維持保全計画書に基づいて点

検等が実施されることとなりますが、財団は登録住宅の維持保全が適切に行われているこ

とを定期的に確認し、その実施が確認された登録住宅に対して維持保全の確認書を発行し

ます。 

 登録住宅の登録の有効期限は 10 年間です。また、その有効期限内において５年毎に行

う維持保全の確認を受けることとなります。 
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登録から５年後登録年度

長寿命住宅の登録 維持保全の確認

事
業
者

ベ
タ
ー
リ
ビ
ン
グ

申請
書類

審査

• 長期優良住宅の認定を受けているこ
と

• 品確法の設計・建設評価を受けること

• 工事工程内で社内検査を行うこと

• 特定住宅瑕疵担保責任履行法に基
づく措置が講じられていること

• 適切な定期点検及び点検方法を定
め、実施すること

• 点検した結果を記録すること

• 住宅履歴等の記録が蓄積され、維持
保全に活用できるものであること

• 建築主の求めに応じて、蓄積した住
宅履歴等の記録を提供すること

維持保全計画書
に基づく点検等の

実施の確認

・ ・ ・ ・ ・

維持保全計画に基づく
維持保全の実施

登録から10年後・ ・ ・ ・

登録証書
維持保全
確認書

維持保全の確認

申請
書類

維持保全計画
に基づく点検等
の実施の確認

維持保全
確認書

維持保全計画に基づく
維持保全の実施

登録更新

申請
書類

登録証書

・ ・ ・ ・

維持保全計画に基づく
維持保全の実施審査

• 維持保全の確認の
実施の確認

• 維持保全計画の変
更の有無の確認

• 維持保全の実施記
録の蓄積・保管状況
の確認

 

確認票
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長寿命住宅の登録の要件 

◆登録の申請を行う場合には、次の要件に適合することをご確認ください。 

① 設計計画について、次の各項を満たしていること。 

イ 長期優良住宅普及促進法第５条第１項に定める長期優良住宅建築等計画の認定

を受けること。但し、同法第６条第１項二号に定める規模要件に適合しないこ

とにより長期優良住宅建築等計画の認定を受けることができない場合にあって

は、同法第２条第４項に定める「長期使用構造等」の要件を満たしていればこ

の限りではない。 

   ロ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（以下「品確法」という。）施行規則第

４条第１項に定める設計住宅性能評価書の交付を受けること。 

② 施工計画について、次の各項を満たしていること。 

イ 適切な点検方法及び点検項目を定め、工事工程内での社内検査を実施すること。 

ロ 品確法施行規則第７条第 1 項に定める建設住宅性能評価書の交付を受けるこ

と。 

③ 瑕疵保証措置について特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律第３条

に基づく措置を講じること。 

④ 維持保全計画について次の各項を満たしていること。 

   イ 適切な点検方法及び点検項目を定め、竣工後の維持保全を実施すること。 

   ロ 実施した点検の結果を記録すること。 

⑤ 住宅の設計図書等の書類及び点検等の記録（以下「住宅履歴等の記録」という。）

を蓄積し、維持保全等に活用するため、次の各項を満たしていること。 

イ 別表に定める書類を保管すること。 

ロ 登録された住宅で実施した点検等の記録を確実に蓄積及び更新すること。 

ハ 登録された住宅の建築主（登録された住宅の譲渡を受けた譲り受け人を含む。

以下同じ。）から蓄積している住宅履歴等の記録の提出を求められた場合、速や

かに提出すること。 
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別表 

(1)建築確認関係 地盤調査報告書 

確認申請書及び添付図書 

確認済証 

中間検査合格証 

検査済証 

開発許可申請書及び関係図書 

(2)住宅性能評価関係 住宅性能評価申請書及び添付図書 

住宅性能評価書（設計・建設） 

(3)長期優良住宅関係 認定申請書及び添付図書 

認定通知書 

建築工事完了報告書 

(4)竣工段階関係 竣工時点の配置図、平面図及び立面図 

使用材料リスト 

(5)維持保全関係 維持保全計画書（定期点検計画書を含む。） 

・建築関係図書は図書が作成された場合にのみ必要。 

・必要な情報を他の図書等により確認できる場合、重複した保管は不要。 
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住宅供給事業者にとって 

①供給した住宅が一定の施工品質を有することを住宅購入者等に PR するこ

とができます。 

②供給した住宅が維持保全計画書に基づいて適切に維持保全を行ったこと

を PR することができます。 

③登録の標章をホームページやカタログ等の印刷物へ掲載することができま

す。 

住宅所有者にとって 

①認定事業者が倒産等によって維持保全を行うことができなくなった場合に、

財団から維持保全を行える認定事業者の紹介を受けることができます。 

②財団に設置するコールセンターにおいて住宅供給事業者が行う維持保全等

に関しての相談を行うことができます。 

③財団に設置するコールセンターにおいて住宅所有者からの苦情を受け付け、

必要に応じて認定事業者に対して適切に対応するよう要請します。 



　申請方法/Step2-1 申請書類の準備

 

74 
 

　申請書の入手方法
 

申請には、認定事業者の供給する住宅の登録申請書と所定の申請書類が必要となりま

す。 

次の URL のホームページにて申請書のファイルをダウンロードすることができます。 

 

 

 

  

長寿命住宅供給システム認定制度ホームページ 

http://www.cbl.or.jp/longlife-nintei/ 
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　必要な添付書類
 

申請書に添付する以下の書類を用意します。 

添付書類一覧 

   詳細 

〈１〉長期優良住宅の普及の促進等に関する法律第６条第１項に定める長期

優良住宅建築等計画の認定通知書 

又は 

長期優良住宅の普及の促進等に関する法律第２条第４項に定める「長

期使用構造等」要件に適合することが確認できる設計内容説明書、図面

及び仕様書 

P7６ 

〈２〉品確法施行規則第４条第１項に定める設計住宅性能評価書 P7７ 

〈３〉品確法施行規則第７条第１項に定める建設住宅性能評価書 P7８ 

〈４〉工事工程内における自主検査を実施したことが確認できる記録書 P7９ 

〈５〉登録申請住宅について特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する

法律第３条に基づく措置が講じられたことが確認できる書類 
P８１ 

〈６〉登録申請住宅について引渡し後の定期点検方法及び点検項目が定めら

れていることが確認できる図書 
P8２ 

〈７〉登録申請住宅の引渡し時の設計図書等の書類が保管されたことが確認

できる書類 
P8３ 

※図書は A4 又は A3 用紙で作成し、A3 用紙の場合には、A4 サイズに折って綴じてく

ださい。 

※ファイルは厚紙等の表紙で、２穴ファイリング式としてください。 

※写真等を除いて、白黒印刷としてください。 

※表紙と背表紙は、次の例に従って作成してください。 

　
　
　
　
　
　

長
寿
命
住
宅

の
登
録
申
請
図
書

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

○
○

　
●
●

　
様
邸

　
　
　
　
　

株
式
会
社

　
○
○
○

工
務
店

株式会社○○○工務店

長寿命住宅の登録申請図書
○○　●●　様邸

背
表
紙

表紙
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〈１〉長期優良住宅の普及の促進等に関する法律第６条第１項に定める長期優良住宅建築

等計画の認定通知書 

 【対象となる書類の例】 

長期優良住宅認定通知書 

又は 

長期優良住宅の普及の促進等に関する法律第２条第４項に定める「長期使用構造等」

要件に適合することが確認できる設計内容説明書、図面及び仕様書 

▼長期優良住宅認定通知書 
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〈２〉品確法施行規則第４条第１項に定める設計住宅性能評価書 

 【対象となる書類の例】 

設計住宅性能評価書の写し 

▼設計住宅性能評価書 

 

 

 

 

 

  

SAMPLE 
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〈３〉品確法施行規則第７条第１項に定める建設住宅性能評価書 

 【対象となる書類の例】 

建設住宅性能評価書の写し 

▼建設住宅性能評価書 

  

SAMPLE 
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〈４〉工事工程内における自主検査を実施したことが確認できる記録書 

【対象となる書類の例】 

工程・最終検査記録書の写し 

▼工程・最終検査記録書 

 

  

SAMPLE 
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▼自主検査記録書 

 

  

SAMPLE 
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〈５〉登録申請住宅について特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律第３条に

基づく措置が講じられたことが確認できる書類 

【対象となる書類】 

新築住宅瑕疵担保責任保険証券の写し 

▼新築住宅瑕疵担保責任保険証券 

 

  

SAMPLE 
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〈６〉登録申請住宅について引渡し後の定期点検方法及び点検項目が定められていること

が確認できる図書 

【対象となる書類の例】 

維持保全計画書 

▼維持保全計画書 
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〈７〉登録申請住宅の引渡し時の設計図書等の書類が保管されたことが確認できる書類 

【対象となる書類の例】 

住宅履歴情報預り証の写し 

▼住宅履歴情報預り証 

 
 

SAMPLE 
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▼ 長寿命住宅の登録申請書（第一面） 

  

（第一面）

　

申請日： 2 5 年 1 0 月 1 5 日

一般財団法人ベターリビング

　 理事長　那珂　正　様

記

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

↑ 濁点文字は一枠で記入して下さい。

カ ブ シ キ ガ イ シ ャ ア ン シ ン ア ン ゼ ン ジ ュ ウ タ ク ケ

ン セ ツ

代 表 取 締 役 社 長 安 心 　 太 郎

〒 1 0 2 - 0 0 7 1 東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 2 -

7 - 2
↑ 都道府県名より記入して下さい。

安 心 小 太 郎

品 質 保 証 部

品 質 保 証 課 長

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 6 6

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 9 0
↑ 右詰めで記入して下さい。

a n s h i n @ a n ｓ ｈ i n a n z e n . c o .

j p
↑ パソコンのメールアドレスを記入して下さい。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

事業者名

平成

長寿命住宅登録申請書

長寿命住宅供給システム認定規程第16条第１項の規定に基づき長寿命住宅の登録を下記のとおり申請します。
なお、この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

E-mail

アドレス

長寿命住宅登録申請書

事業者名
（フリ

ガナ）

代表者名

所在地

担当者名

部署名

代
表
者
印

役職名

電話番号

ＦＡＸ番号

株
式
会
社

安
心
安
全

住
宅
建
設 

１ 

６ 

２ 

３ 

４ 

５ 
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申請の年月日を記入 

 

 

     申請者の法人名を記入 

 

 

申請者の代表者の役職名及び氏名を記入 

●長寿命住宅供給システムにより供給する住宅の登録証には申請書に記載の法人名、代表者の役職名

及び氏名が表記されます。 

 

申請者の住所を記入 

●住所は郵便番号を記入し、その後に都道府県から記入してください。 

●支店等がある場合には本社の所在地を記入してください。 

 

 担当者の氏名、所属、役職名を記入 

●事務局から本申請に係る連絡を行う場合の連絡窓口となる担当者を記入してください。 

 

担当者の連絡先（電話番号、ファックス番号及び E メールアドレス）を記入 

●本申請に係る連絡を行う場合の担当者の連絡先の電話番号等を記入してください。 

●電話番号は携帯番号でも結構です。 

 

  

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 
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▼ 長寿命住宅の登録申請書（第二面） 

  

  

（第二面）

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

・建設地

〒 3 0 5 - 0 8 0 2

茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

↑ 都道府県名より記入して下さい。

・対象住宅の建築主（請負契約の場合のみ記入）

住 宅 　 太 郎

↑ 姓と名の間は１マス空けて下さい。

0 2 9 - 8 6 4 - 1 7 4 5

0 2 9 - 8 6 4 - 2 9 1 9
↑ 右詰めで記入して下さい。

j u u t a k u @ c b l . o r . j p

↑ パソコンのメールアドレスを記入して下さい。

・設計者

安 心 一 郎

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

〒 1 0 2 0 0 7 1

東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 2 - 7 - 2

・工事施工者

安 心 小 太 郎

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

〒 1 0 2 0 0 7 1

東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 2 - 7 - 2

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

登録する住宅の概要

地名

地番

住居

表示

建築主

氏名

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mail

アドレス

氏名又は

名称

事務所名

長寿命住宅登録申請書

所在地

氏名又は

名称

営業所名

所在地

７ 

10 

９ 

８ 

11 
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登録する住宅の建設地を記入 

●登録する住宅の地名地番と住居表示を記入してください。 

●住居表示が決定していない場合には、記入を省略して結構です。 

 

登録する住宅の建築主の氏名を記入 

●請負契約により住宅を建築する場合のみ記入してください。 

●売買契約で登録する住宅の購入者が決定している場合には、住宅購入者の氏名を記入してください。 

 

登録する住宅の建築主の連絡先を記入 

●請負契約により住宅を建築する建築主の連絡先を記入してください。 

●売買契約で登録する住宅の購入者が決定していない場合には、記入を省略して結構です。 

 

設計者の氏名、事務所名及び所在地を記入 

●住所は郵便番号を記入し、その後に都道府県から記入してください。 

●支店等がある場合には本社の所在地を記入してください。 

 

施工者の氏名、事務所名及び所在地を記入 

●住所は郵便番号を記入し、その後に都道府県から記入してください。 

●支店等がある場合には本社の所在地を記入してください。 

  

７ 

８ 

９ 

10 

11 
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▼ 長寿命住宅の登録申請書（第三面） 

 

 

  

（第三面）

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

・その他

2 0 1 3 年 1 0 月 5 日

2 0 1 3 年 1 0 月 1 2 日

↑ 西暦で記入して下さい。

1 2 2 ｍ２

↑小数点以下を切捨てし、右詰めで記入して下さい。

2 階建て

有 ○ 無

2 0 1 3 年 1 0 月 1 2 日

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一 般 財 団 法 人 工 務 店 サ ﾎﾟ ー ト セ ン

タ ー

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

登録する住宅の概要

竣工日

引渡日

延べ面積

↑ 共通IDを取得している場合には、発行日（西暦）、共通IDの下12桁及び履歴情報登録機関の名称を記入してください。

長寿命住宅登録申請書

階数

住宅履歴

共通ID

取得の有無

発行日

0-0001-C-00-00000000-000D

履歴情報登録機関の名称

12 

14 

13 



　申請方法/Step2-2 申請書の記入

 

89 
 

 

登録する住宅の竣工日及び引渡日を記入 

●竣工日は認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築工事が完了した旨を報告した年月日を記

入してください。 

●売買契約により住宅を供給する場合で購入者が決定していなければ、引渡日の記入は不要です。 

 

登録する住宅の階数及び延べ面積を記入 

●延べ面積は、小数点以下を切捨てして記入してください。 

 

住宅履歴共通 ID の有無を記入 

●住宅履歴情報サービス機関によって住宅履歴共通IDが付与されているかどうかをチェックしてくだ

さい。 

●住宅履歴共通 ID は、住宅履歴情報サービス機関によって発行された住宅履歴情報預かり証に記載さ

れています。 

●住宅履歴共通IDが発行された住宅については、その住宅履歴情報登録機関（住宅履歴情報の登録先）、

発行日並びに住宅履歴情報預かり証に記載された住宅履歴共通 ID の下 12 桁の記号及び番号を記入

してください。 

12 

14 

13 
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▼ 長寿命住宅の登録及び維持保全の確認に関する同意書 

 

  

2 5 年 1 0 月 1 5 日

一般財団法人ベターリビング

　 理事長　那珂　正　様

■住宅の所在地

〒 3 0 5 - 0 8 0 2

茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

■住宅の供給事業者

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

〒 3 0 5 - 0 8 0 2 茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

住 宅 　 太 郎

　私は、建築した住宅に関して長寿命住宅登録申請を上記の事業者が行うことに同意し
ます。
　また、併せて、建築した住宅の登録が行われた場合には、一般財団法人ベターリビン
グが行う維持保全の確認を受けることに同意します。

住所

氏名 印

長寿命住宅の登録及び維持保全の確認に関する同意書

平成

地名

地番

住居

表示

事業者名

住
宅 

15 

16 

17 

18 

19 
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同意の年月日を記入 

●同意の年月日は登録申請書に記載した日付と同じ日付としてください。 

 

登録する住宅の建設地を記入 

●登録申請書第２面に記載した建設地を記入してください。 

●住居表示が決定していない場合には、記入を省略して結構です。 

 

申請者の法人名を記入 

●登録申請書第１面に記載した申請者の法人名を記入してください。 

 

建築主の現住所を記入 

 

 

建築主の氏名を記入 

  

15 

17 

16 

19 

18 
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申請書類は郵送で事務局へ提出してください。 

 

〈申請書類の郵送先〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 申請書は折り曲げ厳禁です。 

   ※ 封筒には差出人の住所、氏名を記入してください。 

※ 送付の際には、次の書類がファイリングされていることを確認してください。 

提出書類一覧 

１ 長寿命住宅供給システムにより供給する住宅の登録申請書 

２ 

長期優良住宅の普及の促進等に関する法律第６条第１項に定める長期

優良住宅建築等計画の認定通知書 

又は 

長期優良住宅の普及の促進等に関する法律第２条第４項に定める「長

期使用構造等」要件に適合することが確認できる設計内容説明書、図

面及び仕様書 

３ 品確法施行規則第４条第１項に定める設計住宅性能評価書 

４ 品確法施行規則第７条第１項に定める建設住宅性能評価書 

５ 工事工程内における自主検査を実施したことが確認できる記録書 

６ 
登録申請住宅について特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する

法律第３条に基づく措置が講じられたことが確認できる書類 

7 
登録申請住宅について引渡し後の定期点検方法及び点検項目が定めら

れていることが確認できる図書 

8 
登録申請住宅の引渡し時の設計図書等の書類が保管されたことが確認

できる書類 

〒102-0071 

東京都千代田区富士見 2-7-2 ステージビルディング７階 

一般財団法人ベターリビング 住宅性能評価部 

長寿命住宅供給システム認定係 
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　申請後の流れ
 

申請してから登録証を受領するまでの一般的なフローは次の通りです。 

 

申請書類の提出

登録証書の受領

引受承諾書・請求書の受領

申請書類の審査

 

 

判定

 

 

　申請図書等に記載漏れ、不足等がないことを確認
し、引受を行います。引受後、申請の引受承諾書を
申請書に記載された担当者様宛にお送りします。
　

　申請書類の内容が、各号の要件に適合しているこ
とを審査します。
　申請書類の内容に指摘等があれば、申請書に記
載された担当者宛に指摘事項等の内容を取りまとめ
た文書を送付しますので、指摘等に対する回答を財
団担当者宛にお送りください。

　書類審査によって要件に適合していることを総合
判定します。
　判定により「不適」と判断された事業者に対して
は、その旨を通知し、申請書類を返却します。

　判定により「適正」と判断された事業者に対して登
録証を交付します。また、併せて財団の確認印を押
印した申請書類の副本を一式返却します。

 

 

 

 

　申請に先立って、登録手数料を所定の口座にお振り込
みください。
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　審査
 

提出された長寿命住宅の登録申請書及び添付書類の内容が、規程第 7 条第１項各号に

おいて定める要件（以下、「長寿命住宅登録基準」という。）に適合しているかどうかを

書類審査により確認します。原則として現地審査は実施しません。 

長寿命住宅登録基準は次の通りです。

 

① 設計計画について、次の各項を満たしていること。 

イ 長期優良住宅普及促進法第５条第１項に定める長期優良住宅建築等計画の認

定を受けること。但し、同法第６条第１項二号に定める規模要件に適合しない

ことにより長期優良住宅建築等計画の認定を受けることができない場合にあ

っては、同法第２条第４項に定める「長期使用構造等」の要件を満たしていれ

ばこの限りではない。 

   ロ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（以下「品確法」という。）施行規則第

４条第１項に定める設計住宅性能評価書の交付を受けること。 

② 施工計画について、次の各項を満たしていること。 

イ 適切な点検方法及び点検項目を定め、工事工程内での社内検査を実施するこ

と。 

ロ 品確法施行規則第７条第 1項に定める建設住宅性能評価書の交付を受けるこ

と。 

③ 瑕疵保証措置について特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律第３条

に基づく措置を講じること。 

④ 維持保全計画について次の各項を満たしていること。 

   イ 適切な点検方法及び点検項目を定め、竣工後の維持保全を実施すること。 

   ロ 実施した点検の結果を記録すること。 

⑤ 住宅の設計図書等の書類及び点検等の記録（以下「住宅履歴等の記録」という。）

を蓄積し、維持保全等に活用するため、次の各項を満たしていること。 

イ 別表に定める書類を保管すること。 

ロ 登録された住宅で実施した点検等の記録を確実に蓄積及び更新すること。 

ハ 登録された住宅の建築主（登録された住宅の譲渡を受けた譲り受け人を含む。

以下同じ。）から蓄積している住宅履歴等の記録の提出を求められた場合、速

やかに提出すること。 
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別表 

(1)建築確認関係 地盤調査報告書 

確認申請書及び添付図書 

確認済証 

中間検査合格証 

検査済証 

開発許可申請書及び関係図書 

(2)住宅性能評価関係 住宅性能評価申請書及び添付図書 

住宅性能評価書（設計・建設） 

(3)長期優良住宅関係 認定申請書及び添付図書 

認定通知書 

建築工事完了報告書 

(4)竣工段階関係 竣工時点の配置図、平面図及び立面図 

使用材料リスト 

(5)維持保全関係 維持保全計画書（定期点検計画書を含む。） 

・建築関係図書は図書が作成された場合にのみ必要。 

・必要な情報を他の図書等により確認できる場合、重複した保管は不要。 
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登録した後の流れは次の通りです。 

 

維持保全の確認②

維持保全の確認①

 

 

所定の期日までに、維持保全計
画書に従って登録住宅の維持保
全が行われていることを申請者か
ら提出された記録書類等により確
認します。

（⇒P９７）

登録の更新を行う場合には、所定
の期日までに、登録の更新申請
を行っていただきます。この場合、
登録の有効期限内に行われる２
回の維持保全の確認書が発行さ
れていることが必要となります。

（⇒P１０７）

 

 

 

登録後５年

登録後１０年

登録後１５年

 

登録後２５年

 

 

維持保全の確認は５年毎に実施
します。

維持保全の確認①

維持保全の確認①

住宅登録証書の受領

登録の更新

 

 

 

 

登録後２０年

登録後３０年

 

 

維持保全計画が更新され、引き
渡しから30年目以降の維持保全
計画書が作成されれば、登録の
更新を行うことも可能です。

維持保全の確認② 登録の更新

維持保全の確認②
 

登録の更新 登録の更新は10年毎に実施しま
す。

維持保全の確認は５年毎に実施
します。

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・
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　維持保全の確認の流れ
 

登録住宅の維持保全の確認は、住宅所有者と認定事業者が行う点検がそれぞれ維持保全

計画書に基づいて実施されていることを維持保全の記録書類により確認するものです。 

ベターリビング 認定事業者

添付書類準備

案
内

維持保全
確認票

維持保全確認
実施通知書

+ 添付書類

維
持
保
全
確
認

結
果
通
知

書面審査

 

指摘 是正処置

是正確認

維持保全
確認書

受領・保管

維持保全確認票
作成
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　維持保全の確認の実施時期
 

維持保全の確認は、原則として５年毎に実施します。 

また、維持保全の確認の実施期間は、登録日の５年後の維持保全を実施した日から６

か月経過後の月の末日までとなります。 

登録年度 登録年度+１年 登録年度+３年登録年度+２年

※１　維持保全の確認実施期間

３ヶ月

※２　登録の更新実施期間

６ヶ月

※１

６ヶ月

※１

登録年度+４年 登録年度+５年

登録年度 登録年度+６年 登録年度+８年登録年度+７年 登録年度+９年 登録年度+10年

 

維持保全実施日

登録日

 

登録日

 

 

維持保全実施日

維持保全確認書
交付日

※２

 

・・・

 

例）平成 2５年 10 月 25 日が登録日、登録から５年後の維持保全の実施日が平成 30

年 7 月１５日となる場合 

   維持保全の確認の実施時期は、当該年度の維持保全の実施日を基準として次の期間

となります。 

始期 平成 30 年７月１５日 

   （登録日の属する年度から５年経過した年度の維持保全の実施日） 

終期 平成 31 年１月 31 日 

   （当該年度の維持保全の実施日から６カ月経過後の月の末日） 

  

  



　登録を受けたあとは/維持保全の確認

 

99 
 

　維持保全確認票の記入
 

維持保全の確認の実施時期の概ね１ヵ月前に、認定事業者の担当者宛に維持保全確認

実施通知書を送付します。 

  認定事業者が維持保全の確認の申請を行う場合は、維持保全確認実施通知書に添付さ

れた長寿命住宅維持保全確認票に必要事項を記入し、添付書類と併せて財団に提出して

いただきます。 

▼ 長寿命住宅維持保全確認票（第一面） 

  

（第一面）

　

2 9 年 1 0 月 1 日

一般財団法人ベターリビング

　 地域住宅ネットワーク支援部

登録住宅の維持保全確認受付係

記

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

↑ 濁点文字は一枠で記入して下さい。

カ ブ シ キ ガ イ シ ャ ア ン シ ン ア ン ゼ ン ジ ュ ウ タ ク ケ

ン セ ツ

代 表 取 締 役 社 長 安 心 　 太 郎

〒 1 0 2 - 0 0 7 1 東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 2 -

7 - 2
↑ 都道府県名より記入して下さい。

安 心 小 太 郎

品 質 保 証 部

品 質 保 証 課 長

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 6 6

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 9 0
↑ 右詰めで記入して下さい

a n s h i n @ a n ｓ ｈ i n a n z e n . c o .

j p
↑ パソコンのアドレスを記入して下さい。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

事業者名

E-mail

アドレス

長寿命住宅維持保全確認票

事業者名
（フリ

ガナ）

代表者名

所在地

担当者名

部署名

代
表
者
印

役職名

電話番号

ＦＡＸ番号

長寿命住宅維持保全確認票

　　　　　年　　月　　日付け維持保全確認実施通知書に対し、確認を行いましたので下記の通り回答します。
　なお、この確認票及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

平成

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 

式
会
社
安

心
安
全
住

宅
建
設 
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申請の年月日を記入 

 

 

     申請者の法人名を記入 

 

 

申請者の代表者の役職名及び氏名を記入 

●長寿命住宅の維持保全確認書には申請書に記載の法人名、代表者の役職名及び氏名が表記されます。 

 

申請者の住所を記入 

●住所は郵便番号を記入し、その後に都道府県から記入してください。 

●支店等がある場合には本社の所在地を記入してください。 

 

 担当者の氏名、所属、役職名を記入 

●事務局から本申請に係る連絡を行う場合の連絡窓口となる担当者を記入してください。 

 

担当者の連絡先（電話番号、ファックス番号及び E メールアドレス）を記入 

●本申請に係る連絡を行う場合の担当者の連絡先の電話番号等を記入してください。 

●電話番号は携帯番号でも結構です。 

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 



　登録を受けたあとは/維持保全の確認

 

101 
 

▼ 長寿命住宅維持保全確認票（第二面） 

  

 

  

（第二面）

・所在地

〒 3 0 5 - 0 8 0 2 枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

↑ 都道府県名より記入して下さい。

・対象住宅の所有者

住 宅 　 太 郎

↑ 姓と名の間は１マス空けて下さい。

0 2 9 - 8 6 4 - 1 7 4 5

0 2 9 - 8 6 4 - 2 9 1 9

j u u t a k u @ c b l . o r . j p

・その他

2 0 1 3 年 1 0 月 5 日 ・延べ床面積 1 2 2 ｍ２

2 0 1 3 年 1 0 月 1 2 日 ・階数 2
↑小数点以下切捨て

5 年

有 ○ 無

2 0 1 3 年 1 0 月 1 2 日

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一 般 財 団 法 人 工 務 店 サ ﾎﾟ ー ト セ ン

タ ー

3 0 年 9 月 1 5 日

有 ○ 無

3 0 年 1 0 月 1 1 日 1 4

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

電話番号

長寿命住宅維持保全確認票

住居

表示

建築主

氏名

↑ 西暦で記入して下さい。

築年数

ＦＡＸ番号

E-mail

アドレス

竣工日

引渡日

長寿命住宅維持保全確認票

↑ 共通IDを取得している場合には、発行日（西暦）及び共通IDの下12桁を記入してください。

維持保全 実施日 平成

↑ 当該年度に実施した維持保全の点検等の日付を記入してください。

現場検査

希望日時

検査希望の有無

平成 時頃

住宅履歴

共通ID

取得の有無

発行日

0-0001-C-00-00000000-000D

履歴情報登録機関の名称

７ 

10 

９ 

８ 

11 

12 



　登録を受けたあとは/維持保全の確認

 

102 
 

 

登録住宅の所在地を記入 

●登録する住宅の住居表示を記入してください。 

●住所は都道府県から記入してください。 

 

登録住宅の所有者の氏名及び連絡先を記入 

●長寿命住宅の維持保全確認票提出時の登録住宅の所有者の氏名及び連絡先を記入してください。 

 

登録住宅の竣工日、引渡日、延べ面積及び階数を記入 

●竣工日は認定長期優良住宅建築等計画に基づく住宅の建築工事が完了した旨を報告した年月日を記

入してください。 

●延べ面積及び階数は、検査済証又は長期優良住宅認定書に記載された数値を記入してください。 

●延べ面積は、小数点以下を切捨てして記入してください。 

 

住宅履歴共通 ID の有無を記入 

●住宅履歴情報サービス機関によって住宅履歴共通IDが付与されているかどうかをチェックしてくだ

さい。 

●住宅履歴共通 ID は、住宅履歴情報サービス機関によって発行された住宅履歴情報預かり証に記載さ

れています。 

●住宅履歴共通IDが発行された住宅については、その住宅履歴情報登録機関（住宅履歴情報の登録先）、

発行日並びに住宅履歴情報預かり証に記載された住宅履歴共通 ID の下 12 桁の記号及び番号を記入

してください。 

 

申請年度の維持保全の実施日を記入 

●維持保全の確認を受ける年度に実施した維持保全の日付を記入してください。 

●維持保全の記録書類に記載された日付と整合していることを確認してください。 

 

現場検査の実施希望の有無を記入 

●維持保全の確認を受ける際の現場検査の受検の希望の有無をチェックしてください。 

●現場検査を希望する場合には、希望する検査の日時を記入してください。 

  

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 
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　必要な添付書類
 

維持保全の記録書類を各２部、用意します。 

 

※図書は A4 又は A3 用紙で作成し、A3 用紙の場合には、A4 サイズに折って綴じ

てください。 

※ファイルは厚紙等の表紙で、２穴ファイリング式としてください。 

※写真等を除いて、白黒印刷としてください。 

※表紙と背表紙は、次の例に従って作成してください。 

 

　
　
　
　
　
　

長
寿
命
住
宅
維
持

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

○
○

　
●
●

　
様
邸

　
　
　
　
　

株
式
会
社

　
○
○
○

工
務
店

株式会社○○○工務店

長寿命住宅維持保全確認添付資料
○○　●●　様邸

背
表
紙

表紙
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　提出方法
 

 

提出書類は郵送で事務局へ提出してください。 

 

〈申請書類の郵送先〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 申請書は折り曲げ厳禁です。 

    ※ 封筒には差出人の住所、氏名を記入してください。  

〒102-0071 

東京都千代田区富士見 2-7-2 ステージビルディング７階 

一般財団法人ベターリビング 住宅性能評価部 

長寿命住宅供給システム認定係 
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　審査
  

長寿命住宅の維持保全の確認の書面審査は、登録住宅の維持保全計画書に従って過去

５年間の建築主（所有者）及び認定事業者が行う維持保全が実施されていること等を、

申請者から提出された維持保全の記録書類の内容により確認します。 

  審査は、主に次の事項の確認を行います。 

  審査を行い、指摘事項又は未確認事項が確認された場合には、認定事業者の担当者宛

に FAX 又は E メールでその内容を送信します。 

  指摘事項等の送信を受けた認定事業者は、その内容を確認の上、是正処置を実施し、

指摘事項等の受信から原則として３カ月以内に指摘事項等是正処置報告書により報告

をしていただきます。 

 

  

１．維持保全計画に記載された点検時期を迎えた点検部位について指定された点検項

目の確認が行われていること 

２．地震、台風等による外力を受けた場合に臨時の点検が行われていること 

３．点検等の結果が記録として保管されていること 

４．維持保全計画の変更の有無及び変更があった場合の変更内容 
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　結果の通知
 

 審査終了（是正処置の報告を含む。）後、財団は長寿命住宅の維持保全確認書を作成し、

認定事業者の担当者宛に送付します。 
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　登録の更新の流れ
 

 認定事業者は登録住宅の有効期限内に維持保全の確認を２回受けて維持保全の実施が

確認された場合に登録の更新を行うことができます。 

 登録の更新は登録してから 10 年後に実施する２回目の維持保全の確認において、財団

から確認書が発行された後に、財団から認定事業者へ登録の更新の案内を送付します。 

 以降の手続きは次の通りです。 

ベターリビング 認定事業者

案
内

登録更新
申請書

登録更新
のご案内

更
新
確
認

登
録
更
新

書面確認

 

登録証 受領・保管

登録更新申請書作成
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　登録の更新の実施時期
 

登録の更新は、原則として 10 年毎に実施します。 

また、登録の更新確認の実施期間は、登録から 10 年後の維持保全の確認書の交付を

受けた日から３カ月経過後の月の末日までとなります。 

登録年度 登録年度+１年 登録年度+３年登録年度+２年

※１　維持保全の確認実施期間

３ヶ月

※２　登録の更新実施期間

６ヶ月

※１

６ヶ月

※１

登録年度+４年 登録年度+５年

登録年度 登録年度+６年 登録年度+８年登録年度+７年 登録年度+９年 登録年度+10年

 

維持保全実施日

登録日

 

登録日

 

 

維持保全実施日

維持保全確認書
交付日

※２

 

・・・

 

例）平成 25 年 10 月 25 日が登録日、登録から 10 年後の維持保全の実施日が平成

35 年 7 月１５日、維持保全の確認書の交付日が平成 35 年 8 月 10 日となる場合 

   登録の更新確認の実施時期は、当該年度の維持保全の確認書の交付日を基準として

次の期間となります。 

始期 平成 35 年 8 月 10 日 

   （登録日の属する年度から 10 年経過した年度の維持保全の確認書の交付日） 

終期 平成 35 年 11 月 30 日 

     （当該年度の維持保全の確認書の交付日から３カ月経過後の月の末日） 
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　登録更新申請書の記入
 

 登録してから10 年後に行う２回目の維持保全の確認において財団から維持保全の確認

書が発行された後に登録の更新のご案内を認定事業者の担当者宛に送付します。 

 認定事業者が登録住宅の所有者の同意を得て登録の更新を申請する場合には、登録更新

のご案内に添付された登録の更新申請書に必要事項を記入して財団に提出していただき

ます。 

▼ 登録更新申請書（第一面） 

  

（第一面）

　

申請日： 3 5 年 1 0 月 1 日

一般財団法人ベターリビング

　 理事長　那珂　正　様

記

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

↑ 濁点文字は一枠で記入して下さい。

カ ブ シ キ ガ イ シ ャ ア ン シ ン ア ン ゼ ン ジ ュ ウ タ ク ケ

ン セ ツ

代 表 取 締 役 社 長 安 心 　 太 郎

〒 1 0 2 - 0 0 7 1 東 京 都 千 代 田 区 富 士 見 2 -

7 - 2
↑ 都道府県名より記入して下さい。

安 心 小 太 郎

品 質 保 証 部

品 質 保 証 課 長

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 6 6

0 3 - 5 2 1 1 - 0 5 9 0
↑ 右詰めで記入して下さい。

a n s h i n @ a n ｓ ｈ i n a n z e n . c o .

j p
↑ パソコンのメールアドレスを記入して下さい。

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

E-mail

アドレス

長寿命住宅登録更新申請書

事業者名
（フリ

ガナ）

代表者名

所在地

担当者名

部署名

代
表
者
印

役職名

電話番号

ＦＡＸ番号

事業者名

平成

長寿命住宅登録更新申請書

　長寿命住宅供給システム認定規程第21条第2項の規定に基づき長寿命住宅の登録の更新を下記のとおり申請します。
　なお、この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 

式
会
社
安

心
安
全
住

宅
建
設 
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申請の年月日を記入 

 

 

     申請者の法人名を記入 

 

 

申請者の代表者の役職名及び氏名を記入 

●長寿命住宅の登録証書には本申請書に記載の法人名、代表者の役職名及び氏名が表記されます。 

 

申請者の住所を記入 

●住所は郵便番号を記入し、その後に都道府県から記入してください。 

●支店等がある場合には本社の所在地を記入してください。 

 

 担当者の氏名、所属、役職名を記入 

●事務局から本申請に係る連絡を行う場合の連絡窓口となる担当者を記入してください。 

 

担当者の連絡先（電話番号、ファックス番号及び E メールアドレス）を記入 

●本申請に係る連絡を行う場合の担当者の連絡先の電話番号等を記入してください。 

●電話番号は携帯番号でも結構です。 

２ 

１ 

３ 

４ 

５ 

６ 
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▼ 登録更新申請書（第二面） 

  

 

  

（第二面）

指定のない場合は、枠線内に左詰めで丁寧に楷書で記入して下さい。

・登録番号

C B L - 1 2 - 1 0 - 0 0 0 0 2 1

・対象住宅の所在地

〒 3 0 5 - 0 8 0 2

茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

↑ 都道府県名より記入して下さい。

住 宅 　 太 郎

↑ 姓と名の間は１マス空けて下さい。

0 2 9 - 8 6 4 - 1 7 4 5

0 2 9 - 8 6 4 - 2 9 1 9
↑ 右詰めで記入して下さい。

j u u t a k u @ c b l . o r . j p

・維持保全確認書交付年月日

3 5 年 9 月 1 5 日

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

↑ 今年度にベターリビングから交付された維持保全の確認書の交付年月日を記入してください。

長寿命住宅登録更新申請書

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mail

アドレス

↑ パソコンのメールアドレスを記入して下さい。

交付日 平成

建築主

氏名

登録する住宅の概要

第

地名

地番

７ 

９ 

８ 

10 
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登録番号を記入 

●登録証に記載された登録番号を記入してください。 

 

登録住宅の所在地を記入 

●登録する住宅の住居表示を記入してください。 

●住所は都道府県から記入してください。 

 

登録住宅の所有者の氏名及び連絡先を記入 

●登録更新申請時の登録住宅の所有者の氏名及び連絡先を記入してください。 

 

維持保全の確認書の交付年月日を記入 

●登録の更新を行う年度に財団から交付された維持保全の確認書の交付年月日を記入してください。 

●登録の更新の実施期間は、維持保全の確認書の交付日から３カ月経過後の月の末日までとなります

ので注意してください。 

  

７ 

８ 

９ 

10 
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▼ 長寿命住宅の登録更新及び維持保全の確認に関する同意書 

 

  

3 5 年 1 0 月 1 日

一般財団法人ベターリビング

　 理事長　那珂　正　様

■住宅の所在地

〒 3 0 5 - 0 8 0 2

茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

■住宅の供給事業者

株 式 会 社 安 心 安 全 住 宅 建 設

〒 3 0 5 - 0 8 0 2 茨 城 県 つ く ば 市 立 原 2 番 地

住 宅 　 太 郎

　私は、所有する住宅に関して長寿命住宅の登録更新申請を上記の事業者が行うことに
同意します。
　また、併せて、所有する住宅の登録が行われた場合には、一般財団法人ベターリビン
グが行う維持保全の確認を受けることに同意します。

住所

氏名 印

長寿命住宅供給システムにより供給した住宅の登録更新及び維持保全の確認に関する同意書

平成

地名

地番

住居

表示

事業者名

住
宅 

15 

16 

17 

18 

19 
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同意の年月日を記入 

●同意の年月日は登録申請書に記載した日付と同じ日付としてください。 

 

登録する住宅の建設地を記入 

●登録申請書第２面に記載した登録する住宅の所在地を記入してください。 

 

申請者の法人名を記入 

●登録申請書第１面に記載した申請者の法人名を記入してください。 

 

建築主の現住所を記入 

 

 

建築主の氏名を記入 

  

15 

17 

16 

19 

18 
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　必要な添付書類
 

登録期間内に財団から交付を受けた維持保全の確認書の写しを１部、用意します。 

 

※書類は A4 又は A3 用紙で作成し、A3 用紙の場合には、A4 サイズに折って綴じて

ください。 

※ファイルは厚紙等の表紙で、２穴ファイリング式としてください。 

※写真等を除いて、白黒印刷としてください。 

※表紙と背表紙は、次の例に従って作成してください。 

　
　
　

長
寿
命
住
宅

の
登
録
更
新
申
請
図
書

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

○
○

　
●
●

　
様
邸

　
　
　
　
　

株
式
会
社

　
○
○
○

工
務
店

株式会社○○○工務店

長寿命住宅の登録更新申請図書
○○　●●　様邸

背
表
紙

表紙
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　提出方法
 

 

申請書類は郵送で事務局へ提出してください。 

 

〈申請書類の郵送先〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ 申請書は折り曲げ厳禁です。 

    ※ 封筒には差出人の住所、氏名を記入してください。  

〒102-0071 

東京都千代田区富士見 2-7-2 ステージビルディング７階 

一般財団法人ベターリビング 住宅性能評価部 

長寿命住宅供給システム認定係 
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　審査
 

登録の更新の確認は、登録期間内に財団が行う維持保全の確認を受けていること、登

録住宅の所有者の変更の有無等を、確認します。 

審査を行い、指摘事項又は未確認事項が確認された場合には、認定事業者の担当者宛

に FAX 又は E メールでその内容を送信します。 

  指摘事項又は未確認事項の送付を受けた場合には、速やかに財団へ回答していただく

こととなります。 
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　登録した事項の変更の取扱い
 

登録を受けた次の内容等を変更しようとする場合には、認定事業者は登録住宅変更届

を財団に提出することとなります。 

財団は、変更届を受領後、変更内容を確認し、変更内容が登録の要件に適合していれ

ば、変更を受理します。 

変更内容が長寿命住宅の登録証書の記載内容の変更に係る場合には登録証書を改訂

し、認定事業者に送付します。この場合、登録証書発行の手数料が別途必要となりま

す。 

 

　登録の一時停止及び取消し
 

  １）登録の一時停止 

長寿命住宅の登録は次のような場合、一時停止となることがあります。登録の一時

停止となる場合には、認定事業者及び登録住宅の所有者に状況確認を行うとともに、

登録の一時停止を解除する条件が財団から提示されます。 

 

  

変更の届出を行う変更事項 

 １．維持保全計画書の変更 

 ２．認定事業者の名称又は所在地の変更 

１．維持保全の確認の申請を特別な事情なく所定の期間内に行わなかった場合 

２．維持保全の確認の結果、維持保全計画の内容に係る不適合が認められ、指定した

期日までに是正処置が報告されなかった場合 

３．維持保全の確認の結果、維持保全計画の内容に係る重大な不適合又は常習的な

不適合が認められる場合 
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 ２）登録の取消し 

   長寿命住宅の登録は次のような場合、取消しとなることがあります。登録の取消し

となる場合には、認定事業者及び登録住宅の所有者に状況確認を行います。 

 

　認定が一時停止又は取消しとなった場合の登録の取扱い
 

 認定事業者が何らかの事由により認定の一時停止を受けた場合であっても、維持保全

計画書に基づく維持保全が登録住宅の所有者又は別の住宅供給事業者等によって行わ

れ、維持保全の確認においてその適正が確認されれば、登録は有効となります。また、

引き続き維持保全が実施された住宅の登録を更新しようとする場合には、認定事業者の

一時停止が解除されていれば当該認定事業者が、認定事業者の一時停止が解除されてい

なければ、別の認定事業者が登録の更新を行うこととなります。 

 認定事業者が何らかの事由により認定の取消しを受けた場合であっても、維持保全計

画書に基づく維持保全が登録住宅の所有者又は別の住宅供給事業者等によって行われ、

維持保全の確認においてその適正が確認されれば、登録は有効となります。また、引き

続き維持保全が実施された住宅の登録を更新しようとする場合には、別の認定事業者が

登録の更新を行うこととなります。 

 

認定が取り消された場合の別の認定事業者の紹介
 

認定事業者が何らかの事由により登録住宅の維持保全を行うことができなくなり、認

定事業者の認定が取消しとなった場合には、財団は認定事業者の内から認定事業者の住

１．認定事業者から登録の取消し申請があった場合 

２．登録の一時停止を受けた後、指定した期日までに一時停止を解除する条件を満た

せなかった場合 

３．虚偽又は重大な過失により事実に反する申請、通知又は報告を行ったことが判明し

た場合 

４．登録した住宅が建て替え等により取り壊されたことが判明した場合 

５．長期優良住宅の普及の促進に関する法律第 14 条の規定に基づき所管行政庁から

認定長期優良住宅としての認定を取り消された場合 

６．その他重大な事故又は過失、意図的な法令違反等により認定事業者又は建築主

の活動等が反社会的であると認められる場合 
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宅供給地域等の条件を考慮し、登録住宅の維持保全を実施する認定事業者の紹介を行い

ます。 

 

　守秘義務
 

財団は、法令の規定により情報の開示が要求される場合、又は認定事業者の同意を得

た場合を除いて、認定事業者から得た情報を第三者に開示しないよう守秘義務を負いま

す。 

 

　手数料等の振込先
 

手数料等の振込先は次の通りです。 

振込先：みずほ銀行丸の内中央支店 普通 1811564 一般財団法人ベターリビング 
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交通案内 

電車利用 

JR 飯田橋駅 東口改札 徒歩３分 

有楽町線・南北線・東西線・都営大江戸線  

飯田橋駅 A４出口 徒歩２分 

一般財団法人ベターリビング 住宅性能評価部 

〒102-0071 

東京都千代田区富士見２丁目７番２号 

ステージビルディング ７階 

（事務所への入り口は２階です。） 

tel.03-5211-0578 fax.03-5211-0596 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長寿命住宅供給システム認定制度 申請の手引き 

 
制定年月日：平成２５年 １月 １５日 

改訂年月日：平成２６年 １月 １７日 

作   成：一般財団法人ベターリビング  

      〒102-0071 

      東京都千代田区富士見 2-7-2 ステージビルディング７階 

      電話 03-5211-05７８   FAX 03-5211-0590 

 

 不許複製  

 

copyrightⒸ2012-2014 center for betterliving(BL) 

長寿命住宅供給システム認定制度に関する資料は、以下の URL において公開してい

ます。 

http://www.cbl.or.jp/longlife-nintei/ 
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